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はじめに 

 
本事例集は、『港湾護岸等の耐震性検討マニュアル』で簡易な変形量予測

手法として紹介している『チャート式耐震診断システム』に基づき、モデル

港湾における港湾護岸等の耐震性検討を行った過程をとりまとめたもので

ある。 

 

特に、港湾護岸等の変形量を算出した事例では、具体的な施設断面図や土

質柱状図と、診断システム入力画面を対比させ、説明を加えることにより、

必要なデータの照会先や入力の仕方などが分かり易く示されている。 

（本事例集では異なる５種類の構造形式について算出事例を示している） 

 

以上のプロセスを次ページにフロー化して示すとおり、本事例集を参考

とすることにより、『港湾護岸等の耐震性検討マニュアル』を使った、港湾

全体の耐震性の検討を効率よく進めることが出来る。 
 
また、本事例集に目を通してから、改めてマニュアルを読んで頂くと、いっ

そう分かり易さが向上する。 

 

ついては、港湾護岸等の施設管理者（実務担当者）が構造物の安全性を

検討する際に、本事例集が一助になれば幸いである。 
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１．検討条件の設定

1.1 検討対象施設・範囲の選定

1.2 対象地震動の設定

1.3 代表断面の設定（ゾーニングの設定）

２．地震による変形量予測

2.1 変形量予測手法の選定

2.2 簡易手法（チャート式耐震診断システム）による変形量予測

３．簡易手法（チャート式耐震診断システム）による変形量予測

3.1 直立型（重力式）の計算事例

3.1.1 施設名称等の入力

3.1.2 施設情報の入力

3.1.3 チャート式耐震診断システム検討結果

3.2 傾斜型護岸タイプの計算事例

3.2.1 施設名称等の入力

3.2.2 施設情報の入力

3.2.3 チャート式耐震診断システム検討結果

3.3 控え直杭式矢板の計算事例

3.3.1 施設名称等の入力

3.3.2 施設情報の入力

3.3.3 チャート式耐震診断システム検討結果

3.4 控え組杭式矢板の計算事例

3.4.1 施設名称等の入力

3.4.2 施設情報の入力

3.4.3 チャート式耐震診断システム検討結果

3.5 自立式矢板の計算事例

3.5.1 施設名称等の入力

3.5.2 施設情報の入力

3.5.3 チャート式耐震診断システム検討結果

４．検討対象施設の地震変形による被害の想定
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1.検討条件の設定 

1.1.検討対象施設・範囲の選定 

港湾護岸等の施設管理者（実務担当者）は、施設およびその背後の重要度に応じて検討

対象施設・範囲を選定する。 

 

 モデル港湾である水島港水島地区の検討対象施設を選定し、一連する港湾護岸等を検討対

象範囲として設定した。 

 なお、港湾護岸等の施設管理者が所有する特定の施設を検討する場合は、検討対象範囲の

選定を実施する必要はない。 

 

 

図 1.1 検討対象範囲（水島港水島地区） 
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1.2.対象地震動の設定 

 検討する港湾護岸等の対象地震を想定し、その地震により、もたらされる地震動を適切

に設定する。設定方法は、解説 Aにある。 

 なお、サイト増幅特性を考慮した地震動波形データがない場合でも、簡易手法（チャー

ト式耐震診断システム）による変形予測は可能である。 

 ただし、港湾護岸等の耐震設計を行う場合は、サイト増幅特性を考慮した地震動波形デ

ータを設定し、詳細手法（FLIP【地震応答解析】）による変形予測を行う必要がある。 

 

（独）港湾空港技術研究所が提案している南海トラフの巨大地震等（最大クラスの津波に

先行する地震）による地震動（SPGA50%非超過波）により設定した。 

水島港水島地区の地震動時刻歴波形（N-S 成分、E-W 成分）を以下に示す。 
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図 1.2 地震動時刻歴波形  
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1.3.代表断面の設定（ゾーニングの設定） 

検討範囲が広域である場合や複数の港湾護岸等の検討を行う場合、地盤条件や地震特性

などを考慮した面的なゾーニング、施設ごとの線的なゾーニングを行うことで費用の削減

や検討時間の短縮を図ることができる。代表断面の設定（ゾーニングの設定）方法は、解

説 Bにある。 

 

 検討対象範囲の標準断面図を可能な限り収集し、構造形式によるゾーニングを行い、検討

断面の抽出を行った。 

 対象とする施設は全 63 施設であり、この中からマニュアル（解説 B）に示す小区分の考

え方により施設数の絞り込みを行った。対象とする全施設は表 1.1に示すとおりである。 

ゾーニング（小区分）により設定した断面は表 1.2の通りである。 

 

表 1.1 検討断面(全施設) 

施設番号 チャート式の構造形式 施設番号 チャート式の構造形式
施設番号1 ― 施設番号35 控え直杭式矢板
施設番号2 ― 施設番号36 傾斜型護岸タイプ
施設番号3 傾斜型護岸タイプ 施設番号37 控え直杭式矢板
施設番号4 傾斜型護岸タイプ 施設番号38 控え直杭式矢板
施設番号5 控え組杭式矢板 施設番号39 控え直杭式矢板
施設番号6 控え組杭式矢板 施設番号40 傾斜型護岸タイプ
施設番号7 控え組杭式矢板 施設番号41 控え直杭式矢板
施設番号8 控え組杭式矢板 施設番号42 傾斜型護岸タイプ
施設番号9 控え組杭式矢板 施設番号43 控え直杭式矢板
施設番号10 ― 施設番号44 控え直杭式矢板
施設番号11 ― 施設番号45 控え直杭式矢板
施設番号12 傾斜型護岸タイプ 施設番号46 控え直杭式矢板
施設番号13 傾斜型護岸タイプ 施設番号47 控え直杭式矢板
施設番号14 傾斜型護岸タイプ 施設番号48 控え組杭式矢板
施設番号15 傾斜型護岸タイプ 施設番号49 控え組杭式矢板
施設番号16 ― 施設番号50 控え組杭式矢板
施設番号17 傾斜型護岸タイプ 施設番号51 控え組杭式矢板
施設番号18 傾斜型護岸タイプ 施設番号52 控え組杭式矢板
施設番号19 直立型(重力式) 施設番号53 控え組杭式矢板
施設番号20 自立矢板式 施設番号54 控え組杭式矢板
施設番号21 控え直杭式矢板 施設番号55 控え組杭式矢板
施設番号22 控え直杭式矢板 施設番号56 控え組杭式矢板
施設番号23 控え直杭式矢板 施設番号57 控え組杭式矢板
施設番号24 傾斜型護岸タイプ 施設番号58 控え直杭式矢板
施設番号25 傾斜型護岸タイプ 施設番号59 控え直杭式矢板
施設番号26 直立型(重力式) 施設番号60 直立型(重力式)
施設番号27 直立型(重力式) 施設番号61 控え直杭式矢板
施設番号28 控え直杭式矢板 施設番号62 自立矢板式
施設番号29 傾斜型護岸タイプ 施設番号63 控え直杭式矢板
施設番号30 傾斜型護岸タイプ 施設番号64 控え直杭式矢板
施設番号31 傾斜型護岸タイプ 施設番号65 控え直杭式矢板
施設番号32 傾斜型護岸タイプ 施設番号66 控え組杭式矢板
施設番号33 自立矢板式 施設番号67 控え組杭式矢板
施設番号34 自立矢板式 施設番号68 堤防タイプ  
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表 1.2 検討断面（ゾーニングによる検討断面の抽出） 

施設番号 チャート式の構造形式 施設番号 チャート式の構造形式
施設番号3 傾斜型護岸タイプ 施設番号35 控え直杭式矢板
施設番号5 控え組杭式矢板 施設番号38 控え直杭式矢板
施設番号6 控え組杭式矢板 施設番号40 傾斜型護岸タイプ
施設番号12 傾斜型護岸タイプ 施設番号41 控え直杭式矢板
施設番号13 傾斜型護岸タイプ 施設番号42 傾斜型護岸タイプ
施設番号14 傾斜型護岸タイプ 施設番号43 控え直杭式矢板
施設番号15 傾斜型護岸タイプ 施設番号48 控え組杭式矢板
施設番号18 傾斜型護岸タイプ 施設番号52 控え組杭式矢板
施設番号19 直立型(重力式) 施設番号57 控え組杭式矢板
施設番号20 自立矢板式 施設番号58 控え直杭式矢板
施設番号21 控え直杭式矢板 施設番号59 控え直杭式矢板
施設番号22 控え直杭式矢板 施設番号60 直立型(重力式)
施設番号23 控え直杭式矢板 施設番号61 控え直杭式矢板
施設番号24 傾斜型護岸タイプ 施設番号62 自立矢板式
施設番号27 直立型(重力式) 施設番号63 控え直杭式矢板
施設番号28 控え直杭式矢板 施設番号66 控え組杭式矢板
施設番号32 傾斜型護岸タイプ 施設番号67 控え組杭式矢板
施設番号33 自立矢板式 施設番号68 堤防タイプ  

※１ 施設番号 1～2は、背後が山地のため施設の沈下が背後地に与える影響は殆ど無いと

判断して除外した。 

※２ 施設番号 3及び 4は構造形式が同じであるため、同一のゾーンと設定し、堤体高が高

く沈下量が大きく生じると想定される施設番号 3を代表断面とした。 

※３ 施設番号 6～9は構造形式が同じであるため、同一のゾーンと設定し、航路が近く施

設の損傷が被災後の荷役作業等に大きく影響すると思われる施設番号 6 を代表断面と

した。 

※４ 施設番号 10～11 は延長が短く、背後が山地のため施設の沈下が背後地に与える影響

は殆ど無いと判断して除外した。 

※５ 施設番号 15、17 は構造形式が同じであるため、同一のゾーンと設定し、堤体高が高

く沈下量が大きく生じると想定される施設番号 15 を代表断面とした。 

※６ 施設番号 16 は突堤であり、施設背後に施設番号 15 が存在するため、除外した。 

※７ 施設番号 24～25 は構造形式が同じであるため、同一のゾーンと設定し、堤体高もほ

ぼ同じであるため施設番号 24 を暫定的に代表断面とした。 

※８ 施設番号 26～27 は構造形式が同じであるため、同一のゾーンと設定し、堤体高が高

く沈下量が大きく生じると想定される施設番号 27 を代表断面とした。 

※９ 施設番号 29～32 は構造形式が同じであるため、同一のゾーンと設定し、堤体高が高

く沈下量が大きく生じると想定される施設番号 32 を代表断面とした。 

※10 施設番号 33～34 は構造形式が同じであるため、同一のゾーンと設定し、形状もほぼ

同じであるため施設番号 33 を暫定的に代表断面とした。 

※11 施設番号 37～39 は構造形式が概ね同じであるため、同一のゾーンと設定し、水深が

深く沈下量が大きく生じると想定される施設番号 38 を代表断面とした。 
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※12 施設番号 43～47 は構造形式が概ね同じであると判断し、同一のゾーンと設定し、水 

深が深く沈下量が大きく生じると想定される施設番号 43 を代表断面とした。 

※13 施設番号 48～51 は構造形式が同じであるため、同一のゾーンと設定し、水深が深く 

沈下量が大きく生じると想定される施設番号 48 を代表断面とした。 

※14 施設番号 52～57 は構造形式が同じであるため、同一のゾーンと設定し、水深が深く 

沈下量が大きく生じると想定される施設番号 57 を代表断面とした。 

※15 施設番号 63～65 は構造形式が同じであるため、同一のゾーンと設定し、水深が深く 

沈下量が大きく生じると想定される施設番号 63 を代表断面とした。 
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2.地震による変形量予測 

2.1.変形量予測手法の選定 

 港湾護岸等の地震による被害を予測する手法について、目的、求められる推定精度、作

業に要する費用、時間を勘案して適切に選定する。変形量予測手法は、解説 Cにある。 

 

港湾護岸等の施設管理者（実務担当者）が自ら計算することが可能な変形予測手法は、「簡

易手法（チャート式耐震診断システム）による変形量予測」である。 

詳細手法（FLIP【地震応答解析】）は、専門のコンサルタントに外注が必要であるため、

事例集の対象外としている。 
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2.2.簡易手法（チャート式耐震診断システム）による変形量予測 

 チャート式耐震診断システムは、地震に対して危険性の高い施設を「簡易」に「早く」

抽出するシステムである。 

 対象とする港湾護岸等に対してチャート式耐震診断を実施し、地震による港湾護岸等の

変形量を算定する。本システムを使用するにあたっては、システムの特徴と必要な設定条

件等を十分に理解した上で算定結果を適切に扱う必要がある。 

 簡易手法（チャート式耐震診断システム）による変形量予測手法は、解説 Dにある。 

 

 直立型（重力式）、傾斜型護岸タイプ、控え直杭式矢板、控え組杭式矢板、自立矢板式の

各構造形式による計算事例を紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

W

裏込石

基礎捨石

埋立土
(液状化層)

置換砂
(液状化層)

粘性土
(非液状化層)

粘性土
(非液状化層)

H

D11:2
1:2

1:21:2

1:1.2ｹｰｿﾝ

：変位量算出点

水際線からの距離

基
礎
地
盤
厚

(液
状
化
対
象
層
)

捨石

勾
　
配

地
盤
高

基礎地盤
(液状化層)

背後地盤

：変位量算出点

捨
石
厚

水際線からの距離

（1）直立型（重力式） （2）傾斜型護岸タイプ 

裏込石

非液状化層

H
(
壁

高
)

D
1

矢
板

壁
の

根
入
れ

長
：

L
1

液状化対象層

L.W.L

H.W.L

液状化対象層

矢板壁～控え工間距離

控
え

工
の

根
入
れ

長
：

L
2

：変位量算出点
水際線からの距離

矢板天端標高D.L.

裏込石

非液状化層

H
(
壁

高
)

D
1

矢
板
壁

の
根

入
れ
長

：
L1

液状化対象層

L.W.L

H.W.L

液状化対象層

矢板壁～控え工間距離
：変位量算出点

水際線からの距離

矢板天端標高D.L.

裏込石

非液状化層

H(
壁
高
)

D
1

矢
板
壁
の

根
入
れ
長
:L

液状化対象層

L.W.L

H.W.L

液状化対象層

：変位量算出点
水際線からの距離

矢板天端標高D.L.

（3）控え直杭式矢板 （4）控え組杭式矢板 

（5）自立式矢板 
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3.簡易手法（チャート式耐震診断システム）による変形量予測 

3.1. 直立型（重力式）の計算事例 

3.1.1. 施設名称等の入力 

 施設名称等、付属図の有無および付属データの有無は耐震診断結果に直接関係しないが、

耐震診断の整理のため入力する。 

 

施設名称:

整理番号: 管理者:

施設延長: 建設時期:

付属図の有無:

付属データの有無:

FEMメッシュデータ 無し

ボーリング位置図

施設位置図

○○県

断面図

240m

有り

1990年

柱状図

有り

有り

有り

地震動波形

液状化判定資料

有り

無し

○○港○○地区護岸（重力式）

護岸（重力式）－2

 

図 3.1 施設名称等の入力 

(1) 施設名称 

 対象施設の名称を入力する。 

(2) 整理番号 

 対象施設および耐震診断結果を整理しやすいよう、番号等を入力する。 

(3) 管理者 

 対象施設の管理者名を入力する。 

(4) 施設延長 

 対象施設の施設延長を入力する。 

(5) 建設時期 

 対象施設の建設時期を入力する。 

(6) 付属図の有無および付属データの有無 

 プルダウンにより、付属図および付属データの有無を選択する。 
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3.1.2. 施設情報の入力 

 標準断面図及び土質調査結果により、施設情報の入力に必要な情報を整理して入力する。 

 

東経133 44分 59秒

北緯34 28分 36秒

T.P 2.47 (m)

D.L 4.20 (m)

H.H.W.L D.L 3.99 (m)

H.W.L D.L 3.27 (m)

地表面標高 D.L 3.30 (m)

12.80 (m)

6.90 (m)

0.00 (m)

0.54

0.00

5.00 －

25.00 －

0.00 (m)

施設位置

置換砂の等価N値

護岸形状による津波
高さの補正係数

D1/H

天端標高

埋立土の等価N値

D1

W/H

高さ:H

直
立
型

(

重
力
式

)

自動計算(0.35～1.05が概ね適用範囲)

左記は、

3.0～20.0が概ね適用範囲

1990 年の

幅:W

値 備考

国土地理院のHP(2万5千分1地図)等から設定。
(数字だけ入力)

5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

自動計算(0.00～1.95が概ね適用範囲)

5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

1.00 －

防潮施設の水際からの位置 防潮施設の水際からの距離

による値。施工図面

当面の間は、1.0を使用

 

図 3.2 施設情報の入力 

 

(1) 施設位置 

 予想地震動がない場合、断層からの距離補正に必要となるため、施設位置情報として、緯

度および経度を入力する。なお、施設の緯度・経度については国土地理院のホームページ（ウ

ォッ地図：http://watchizu.gsi.go.jp/）が参考となる。 

 予想地震動がある場合は、省略することができる。 

(2) 天端標高 

 対象施設の天端標高を入力する。（図 3.3：入力項目①）なお、TP は DL との関係がある

場合に入力する。 

また、天端標高が「施工図面」による値か「実測」による値かを入力する。 

(3) 潮位 

 対象施設の潮位を入力する。（図 3.3：入力項目②） 
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(4) 地表面標高 

 地表面標高を入力する。（図 3.3：入力項目③） 

(5) 高さ、幅、基礎地盤液状化層厚（D1） 

 高さ、幅、基礎地盤液状化層厚（D1）を入力する。（図 3.3：入力項目④～⑥） 

 

対象施設の標準断面図より、天端標高、潮位、地表面標高、高さ、幅、基礎地盤液状化層

厚を設定した。（図 3.3：入力項目①～⑥） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3 標準断面図 

 

 

 

 

 

 

入力項目① 

天端標高：+4.20m 
入力項目③ 

地表面標高：+3.30m

入力項目④ 

高さ：3.3-(-9.5)=12.8m 

背後の棚式は考慮しない。重力式底面を-9.5m で設定 

入力項目⑤ 

幅：6.9m 

入力項目⑥ 

基礎地盤液状化層厚（D1）：土質柱状図より設定（層厚 0.0m） 

入力項目② 

潮位：+3.27m 
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(6) 埋立土、置換砂の等価 N 値の入力 

 耐震診断に必要な地盤条件として、埋立土の等価 N値、置換砂の等価 N値を算定する。 

この結果、埋立土の等価 N値は 3.5 と算定された。そのため、等価 N値はチャート式耐震

診断システムの適用範囲下限値である 5.0 を使用した。（図 3.4） 

置換砂の等価 N値は、施設下端以深は、非常に大きな N値となっているため、置換砂の等

価 N値はチャート式耐震診断システムの適用範囲上限値である 25.0 を採用した。 

 

5.00 －

25.00 －置換砂の等価N値

埋立土の等価N値

5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

 

 

（等価 N値の算定） 

直立型（重力式）のチャート式耐震診断システムは、背後地盤と基礎地盤の等価 N 値を

個別に指定することが可能である。補助システムである等価 N 値算定シートを用いて背後

地盤と基礎地盤の等価 N値を算定した。 

 等価 N 値算定シートでは、背後地盤及び基礎地盤部に複数の層がある場合は層厚による

加重平均により等価 N値を評価するシートとなっている。 

 
 


 


i

ii

H

HN
N 65

65  

N65：耐震診断に用いる等価 N値 

N65i：i 層の等価 N値 

Hi：i 層の層厚(m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤条件の適用範囲
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1) チャート式耐震診断補助シート－等価 N 値の算定－ 

 チャート式耐震診断補助シートを用いて、液状化対象層の平均等価 N値を算定する。

対象施設名
ボーリング名
ボーリング位置
調査年月日
構造形式
孔口標高 D.L(T.P) 3.37 m
地下水位 D.L(T.P) 1.44 m

3.5 液状化対象層A(背後地盤(埋立層)の液状化対象層)
- 液状化対象層B(基礎地盤(置換砂)の液状化対象層)

湿潤重量 飽和重量 各土層の

γt γsat 平均等価N値

上端 下端 (kN/m3) (kN/m3) N65
砂質土 非液状化対象層 3.37 1.44 18.0 20.0 5.8
砂質土 液状化対象層A 1.44 0.87 18.0 20.0 6.2
砂質土 液状化対象層A 0.87 -1.94 18.0 20.0 2.9
粘性土 非液状化対象層 -1.94 -7.24 14.0 14.0 2.2

 

 

 

 

土層中心の
深度または
測定深度

平均N値
または
実測N値

等価N値

G.L (m) N N65
1.30 4.0 5.8

2.30 5.0 6.2

3.30 3.0 3.6

4.30 3.0 3.2

5.30 2.0 1.9

6.30 3.0 2.8

8.10 2.0 1.6

 

 

No.1
護岸直背後
1985年10月3日

標高

D.L(T.P) (m)土層

チャート式耐震診断補助シート:等価N値の算定
○○港○○地区護岸（重力式）

直立型(重力式)

平均等価N値

(注意事項.1)
　同一土層であっても、地下水位の上
下で土層は分けて下さい。

(注意事項.2)
　ボーリング調査時の土層構成で等価
N値を算定して下さい。

(注意事項.3)
　孔口標高は必ず入力して下さい。

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4 等価 N 値の算定 

プルダウンにより、構造形式を選択

プルダウンにより、土層区分を選択

なお、同一土層区分であっても地下

水位の上下で土層分けを行う。 

プルダウンにより、液状化対象層を区分 

埋立土の液状化対象層⇒液状化対象層 A 

置換砂の液状化対象層⇒液状化対象層 B 

粘性土など液状化を考慮しない層⇒非液状化対象層 

入力項目② 

入力項目③ 

試験値から単位体積重量

が解る場合は、その値を

入力する。不明な場合は、

一般的な単位体積重量を

入力する。 

 

※一般的な単位体積重量 

砂質土： 

湿潤重量 18kN/㎥ 

飽和重量 20kN/㎥ 

粘性土： 

湿潤重量 14kN/㎥ 

飽和重量 14kN/㎥ 

入力項目① 
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技術者判断によるが、シルト層で砂分が多い層は全て液状化対象層としている。 

  液状化対象層の間に薄層の非液状化対象層が含まれる場合は、液状化対象層として設定 

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地下水位 

非液状化対象層 

基礎地盤（置換砂）

砂質土層上端標高 

(非液状化層) 

3.365m⇒3.37m 

水位面 

1.44m 

背後地盤（埋立層）

液状化対象層 

砂質土層下端標高 

(液状化対象層 A) 

砂質土上端標高 

(液状化対象層 A) 

-0.865m⇒-0.87m 

砂質土層下端標高 

(液状化対象層 A) 

粘性土上端標高 

-1.935m⇒-1.94m 

入力項目③ 

以降に示す、等価 N

値算定補助シート

に N値を入力する 

 

入力項目② 

＜土層中心の深度または測定深度＞ 

1 箇所目：(1.15+1.45)/2=1.30m 

2 箇所目：(2.15+2.45)/2=2.30m 

3 箇所目：(3.15+3.45)/2=3.30m 

以下、同様の算出方法 

↑以降に示す、等価 N値算定補助シートに入力する

 

孔口標高：3.37m 

地下水位：孔内水位が不明の為、港湾の施設の技術上の基準・

同解説(P.959)より算定。 

(H.W.L-L.W.L)×1/3+L.W.L 

=(3.27-0.53)×1/3+0.53 

=1.44m 

入力項目① 

標高 

↑以降に示す、等価 N値算定補助シ

ートに入力する 

粘性土下端標高 

-7.235m⇒-7.24m 
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(7) 地震・津波に関する情報 

1) 地震情報の入力 

 対象地震のシナリオおよび予測震度を入力する。入力に当たっては、中央防災会議・各地

方自治体で定める地域防災計画などを参考にする。 

－

対象地震のシナリオ

予測気象庁震度 5弱 中央防災会議等の公表値

SPGA50%非超過波

 

 

 

 

2) 津波に関する情報 

 当該地点において津波高さが設定されている場合は、その値を入力する。これは「余裕高

さによる耐震性評価」の検討に必要な値であるが、検討不要の場合は省略しても良い。 

T.P (m)

D.L (m)

地殻隆起あるいは沈降量 (m) 隆起=正の値、沈降=負の値

津波高さ
3.00

中央防災会議等の公表値
1.27

-0.3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プルダウンにより、予測気象庁震度を選択
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3) 地震に関する情報 

 チャート式耐震診断補助シートを用いて、速度の PSI 値を算定する。 

波形データのフォルダ D:\波形
波形データの名称 50.ACC
波形の種類 1 1:加速度、2:速度
データ補正 1 1:倍率、2:最大値
倍率の場合 1 この倍率を元データに
最大値の場合 この値を絶対値最大に
データ間隔(S) 0.01
データ読み飛ばし行数 5 何行無視するか
1行のデータ数 8
1データの文字数 10
データの貼付 1 1:貼付、2:残さない

データの個数（個） 32768

速度のPSI値(cm/s1/2) 59.70

PSI値の計算

 

図 3.5 施設情報の入力(SPGA50%非超過波) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6 波形データファイル(例) 

データ読み飛ばし行数：5 行 

入力欄 

波形データ 

データ間隔(s)：0.01s 

1 行のデータ個数：８個 

1 データの文字数：１０個（空

欄・符号・小数点含む） 

計算結果 
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－

T.P (m)

D.L (m)

地殻隆起あるいは沈降量 (m) 隆起=正の値、沈降=負の値

機関
港湾
地区
地震動
方向

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ -6 8.70 －

断層面距離 -6 102.78 (km)

(cm/s
1/2

)

(cm/s
1/2

)
注1) :中央防災会議で用いられている断層モデルを用いる場合は、以下の数字を入力。

-1=東海地震、-2=東南海地震、-3=南海地震、-4=東海+東南海地震
-5=東南海+南海地震、-6=東海+東南海+南海地震
上記の数字を入力するとマグニチュードが自動で与えられ、かつ施設の位置情報(緯度経度)
を入力していれば、自動で断層面距離を算定する。
各自で設定する場合は、マグニチュード、断層面距離をそれぞれ入力する。

注2) 2の海溝型を選んだ場合には、下記の3つの地震波のうち最も大きい変形量を算定。
海溝型地震波の3波は、以下の特性がある。
海南波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的軟らかい地点の波形(工学的基盤上)
撫養港波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的固い地点の波形(工学的基盤上)
東京波：対象地震は、｢南関東地震」で、地盤が比較的柔らかい地点の波形(工学的基盤上)

注3) 地震動の評価方法として精度が高い順番に①予測地震動から求めた速度のPSI,②予測地震動による
基盤最大加速度,③距離減衰式による基盤最大加速度

地震に関する情報：
2.サイト特性を考慮して合成した予測地震動は「有る」が時刻歴データが「無い」場合

地震動評価

対象地震のシナリオ

津波高さ

予測気象庁震度

津波に関する情報

59.70

59.70 *)｢速度のPSI算定シート」が利用出来る。

3.00

(gal)

1.｢有り｣の場合、以降入力の必要なし
2.｢無し｣の場合、以下入力が必要

3

地震に関する情報：
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「有り」時刻歴データも「有る」場合

データベース内の地震動
の有無

検討対象港
湾・海岸名お
よび地震動の
選択

2

項目

中央防災会議等の公表値

プルダウンによる選択

値

1.27

5弱 中央防災会議等の公表値

備考

SPGA50%非超過波

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(中央防災会議)

355.98

予測地震動の波形の有無

耐震診断に用いる

地震波の種類
注2) 4

1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

地震に関する情報：
1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「無い」場合

-0.2

距離減衰式による基盤最
大加速度(参考値)

｢港湾の施設の技術上の基準・同解説」
(平成11年4月)の補正最大加速度

50.00

入力項目より、自動計算耐震診断に用いる速度のPSI

予測地震動の速度のPSI

断層面への最短距離

1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢
無い｣場合
2.サイト特性を考慮して合成した予想地震動は｢
有る｣が時刻歴データが｢無い｣場合
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢
有り｣時刻歴データが｢有る｣場合

距離減衰式に
よる予測諸元
注1)

耐震診断に用いる

地震波の種類
注2)

予測地震動が有りの場合
の基盤最大加速度

予測地震動の加速度の(絶対値)最大値を読み取る。

3
1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

(gal)

 

 

図 3.6 地震・津波に関する情報の入力(SPGA50%非超過波) 

 

地震動がデータベース化されてい

る場合は、プルダウンにより選択。
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【参考】 

＜予測地震動の波形の有無で 1を選択する場合＞ 

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ -6 8.70 －

断層面距離 -6 124.69 (km)

(gal)

データベース内の地震動
の有無

2
1.｢有り｣の場合、以降入力の必要なし
2.｢無し｣の場合、以下入力が必要

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(中央防災会議)

1

317.66

予測地震動の波形の有無

耐震診断に用いる

地震波の種類注2) 4
1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

地震に関する情報：
1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「無い」場合

距離減衰式による基盤最
大加速度(参考値)

｢港湾の施設の技術上の基準・同解説」
(平成11年4月)の補正最大加速度

断層面への最短距離

1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢
無い｣場合
2.サイト特性を考慮して合成した予想地震動は｢
有る｣が時刻歴データが｢無い｣場合
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢
有り｣時刻歴データが｢有る｣場合

距離減衰式に
よる予測諸元
注1)

 

 

 

 

マグニチュード及び断層面距離は、以下に従って対象とする波形より選択する。 

 

各自で設定する場合は、マグニチュードを入力する。 

中央防災会議の断層モデルを用いる場合は、以下の数値を入力する。 

-1：東海地震   -4：東海+東南海地震 

-2：東南海地震  -5：東南海+南海地震 

-3：南海地震   -6：東海+東南海+南海地震 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3

対象とする地震波の種類

を選択する。 
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【参考】 

＜予測地震動の波形の有無で 2を選択する場合＞ 

 

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ -6 8.70 －

断層面距離 -6 124.69 (km)

(gal)

データベース内の地震動
の有無

2
1.｢有り｣の場合、以降入力の必要なし
2.｢無し｣の場合、以下入力が必要

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(中央防災会議)

2

317.66

予測地震動の波形の有無

耐震診断に用いる

地震波の種類注2) 4
1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

地震に関する情報：
1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「無い」場合

距離減衰式による基盤最
大加速度(参考値)

｢港湾の施設の技術上の基準・同解説」
(平成11年4月)の補正最大加速度

耐震診断に用いる

地震波の種類注2)

予測地震動が有りの場合
の基盤最大加速度

予測地震動の加速度の(絶対値)最大値を読み取る。

3
1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

(gal)50.00

地震に関する情報：
2.サイト特性を考慮して合成した予測地震動は「有る」が時刻歴データが「無い」場合

断層面への最短距離

1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢
無い｣場合
2.サイト特性を考慮して合成した予想地震動は｢
有る｣が時刻歴データが｢無い｣場合
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢
有り｣時刻歴データが｢有る｣場合

距離減衰式に
よる予測諸元
注1)

 

 

 

 

 

※ 上記は、その他構造形式についても同様である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象とする地震波の種類

を選択する。 
与えられている最大加速

度を入力する。 
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【参考】 

＜地震動がデータベース化されている場合＞ 

検討対象地点において、地震動がデータベース化されている場合については以下の例のよ

うに地震動条件を設定する。 

 

 

 

機関
港湾
地区

地震動
方向

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ -6 8.70 －

断層面距離 -6 102.78 (km)

(cm/s1/2)

(cm/s1/2)

地震に関する情報：
2.サイト特性を考慮して合成した予測地震動は「有る」が時刻歴データが「無い」場合

地震動評価

プルダウンによる選択
東南海・南海地震

NS

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(中央防災会議)

69.09

69.09 *)｢速度のPSI算定シート」が利用出来る。

(gal)

1.｢有り｣の場合、以降入力の必要なし
2.｢無し｣の場合、以下入力が必要

3

地震に関する情報：
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「有り」時刻歴データも「有る」場合

データベース内の地震動
の有無

検討対象港
湾・海岸名お
よび地震動の
選択

1

中国地方整備局
水島港

水島玉島地区右岸側

355.98

予測地震動の波形の有無

耐震診断に用いる

地震波の種類注2) 4
1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

地震に関する情報：
1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「無い」場合

距離減衰式による基盤最
大加速度(参考値)

｢港湾の施設の技術上の基準・同解説」
(平成11年4月)の補正最大加速度

50.00

入力項目より、自動計算耐震診断に用いる速度のPSI

予測地震動の速度のPSI

断層面への最短距離

1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢
無い｣場合
2.サイト特性を考慮して合成した予想地震動は｢
有る｣が時刻歴データが｢無い｣場合
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢
有り｣時刻歴データが｢有る｣場合

距離減衰式に
よる予測諸元
注1)

耐震診断に用いる

地震波の種類注2)

予測地震動が有りの場合
の基盤最大加速度

予測地震動の加速度の(絶対値)最大値を読み取る。

3
1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

(gal)

 

 

 

 

 

 

 

波形ｸﾘｱ

波形取得

プルダウンにより選択する。 入力後、クリックする。 
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(8) 対策工の制約条件 

 対策工の制約条件や、耐震診断結果に関係しないが、対策工を実施する際の参考となるよ

うに事前に整理して入力する。 

 

注1) ：上記の記入内容は、耐震診断には直接関係ない項目であるが、

  対策工が必要となった場合に、対策工の立案に必要な項目である。

コメント

可

項目

可

背後地に増築可能

備考.1

不明

不明

前面海域からの施工可能

前面海域に増築可能

背後から重機進入可能

掘削が可能 不可

備考.2

周辺環境
(例：民家に隣接する。)

 

図 3.7 対策工の制約条件の入力 
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:入力項目

施設名称:

整理番号: 管理者:

施設延長: 建設時期:

付属図の有無:

付属データの有無:

(1) 施設情報

施設分類: 直立型(重力式)

東経133 44分 59秒

北緯34 28分 36秒

T.P 2.47 (m)

D.L 4.20 (m)

H.H.W.L D.L 3.99 (m)

H.W.L D.L 3.27 (m)

地表面標高 D.L 3.30 (m)

12.80 (m)

6.90 (m)

0.00 (m)

0.54

0.00

5.00 －

25.00 －

0.00 (m)

FEMメッシュデータ 無し

ボーリング位置図

施工図面

防潮施設の水際からの位置

自動計算(0.00～1.95が概ね適用範囲)

5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

1.00 － 当面の間は、1.0を使用

防潮施設の水際からの距離

幅:W

値 備考

国土地理院のHP(2万5千分1地図)等から設定。
(数字だけ入力)

5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

施設位置図

○○県

断面図

240m

有り

1990年

柱状図

有り

有り

有り

地震動波形

液状化判定資料

有り

無し

沿岸構造物のチャート式耐震診断システム入力シート:直立型(重力式)(1)

○○港○○地区護岸（重力式）

護岸（重力式）－2

自動計算(0.35～1.05が概ね適用範囲)

左記は、

3.0～20.0が概ね適用範囲

1990 年の による値。

施設位置

置換砂の等価N値

護岸形状による津波
高さの補正係数

D1/H

天端標高

埋立土の等価N値

D1

W/H

高さ:H

直
立
型

(

重
力
式

)

W

裏込石

基礎捨石

埋立土
(液状化層)

置換砂
(液状化層)

粘性土
(非液状化層)

粘性土
(非液状化層)

H

D
11:2

1:2

1:21:2

1:1.2
ｹｰｿﾝ

：変位量算出点

水際線からの距離

3.1.3. チャート式耐震診断システム検討結果 
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:入力項目

(2) 地震・津波に関する情報

－

T.P (m)

D.L (m)

地殻隆起あるいは沈降量 (m) 隆起=正の値、沈降=負の値

機関
港湾
地区
地震動
方向

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ -6 8.70 －

断層面距離 -6 102.78 (km)

(cm/s1/2)

(cm/s1/2)
注1) :中央防災会議で用いられている断層モデルを用いる場合は、以下の数字を入力。

-1=東海地震、-2=東南海地震、-3=南海地震、-4=東海+東南海地震
-5=東南海+南海地震、-6=東海+東南海+南海地震
上記の数字を入力するとマグニチュードが自動で与えられ、かつ施設の位置情報(緯度経度)
を入力していれば、自動で断層面距離を算定する。
各自で設定する場合は、マグニチュード、断層面距離をそれぞれ入力する。

注2) 2の海溝型を選んだ場合には、下記の3つの地震波のうち最も大きい変形量を算定。
海溝型地震波の3波は、以下の特性がある。
海南波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的軟らかい地点の波形(工学的基盤上)
撫養港波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的固い地点の波形(工学的基盤上)
東京波：対象地震は、｢南関東地震」で、地盤が比較的柔らかい地点の波形(工学的基盤上)

注3) 地震動の評価方法として精度が高い順番に①予測地震動から求めた速度のPSI,②予測地震動による
基盤最大加速度,③距離減衰式による基盤最大加速度

(3) 対策工法の制約条件

注1) ：上記の記入内容は、耐震診断には直接関係ない項目であるが、

  対策工が必要となった場合に、対策工の立案に必要な項目である。

コメント

可

項目

可

背後地に増築可能

地震に関する情報：
2.サイト特性を考慮して合成した予測地震動は「有る」が時刻歴データが「無い」場合

地震動評価

対象地震のシナリオ

津波高さ

予測気象庁震度

津波に関する情報

59.70

59.70 *)｢速度のPSI算定シート」が利用出来る。

3.00

(gal)

1.｢有り｣の場合、以降入力の必要なし
2.｢無し｣の場合、以下入力が必要

3

地震に関する情報：
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「有り」時刻歴データも「有る」場合

データベース内の地震動
の有無

検討対象港
湾・海岸名お
よび地震動の
選択

2

項目

中央防災会議等の公表値

プルダウンによる選択

値

1.27

5弱 中央防災会議等の公表値

備考

沿岸構造物のチャート式耐震診断システム入力シート:直立型(重力式)(2)

SPGA50%非超過波

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(中央防災会議)

355.98

予測地震動の波形の有無

耐震診断に用いる

地震波の種類注2) 4
1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

地震に関する情報：
1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「無い」場合

-0.2

備考.1

不明

不明

距離減衰式による基盤最
大加速度(参考値)

不明

前面海域からの施工可能

前面海域に増築可能

背後から重機進入可能

｢港湾の施設の技術上の基準・同解説」
(平成11年4月)の補正最大加速度

50.00

備考.2

入力項目より、自動計算耐震診断に用いる速度のPSI

周辺環境
(例：民家に隣接する。)

掘削が可能

予測地震動の速度のPSI

断層面への最短距離

1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢
無い｣場合
2.サイト特性を考慮して合成した予想地震動は｢
有る｣が時刻歴データが｢無い｣場合
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢
有り｣時刻歴データが｢有る｣場合

距離減衰式に
よる予測諸元
注1)

耐震診断に用いる

地震波の種類注2)

予測地震動が有りの場合
の基盤最大加速度

予測地震動の加速度の(絶対値)最大値を読み取る。

3
1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

(gal)
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(1) 地震後の残留変位

12.80

6.90

0.00

5.00

25.00

59.70

0.54

0.00

1.62 

0.50 

1.16 

0.37 

1.22 

0.40 

0.66 

0.14 

1.34 

0.35 

1.31 

0.44 

0.66 

0.18 

0.3 (m) (参考) 23cm

0.3 (m) 水際からの距離を考慮したもの

0.1 (m) (参考) 9cm

0.1 (m) 水際からの距離を考慮したもの

(2) 液状化・転倒に対する検討結果

低い

低い

(3) 余裕高さによる耐震性評価

4.20 

0.10 

3.00 

0.00 

0.20 

1.00 

0.90 

注1:余裕高さが負の場合は、天端高よりも津波高が高い。

標準
タイプ

W/H

D1/H

残留鉛直変位

D1

速度のPSI値

高さ:H

置換砂の等価N値

沿岸構造物のチャート式耐震診断システムによる検討結果:直立型(重力式）

(m)

5≦等価N値≦25

5≦等価N値≦25

自動計算(0.00～1.95が概ね適用範囲)

補正係数
(水平変位)

(3H)=H

(1H)=W/H

(m)

(1H)･(2H)･(3H)･(4H)･(5H)

埋立層の等価N値

幅:W

(m)

(m)(3.0～20.0が概ね適用範囲)

入
力
項
目

(m) ⑦=①-②-③×⑥-④-⑤
水際からの距離を考慮したもの

③：津波高さ

④：排水沈下量

⑦：余裕高さ

(m) (正の値=沈下)

当面の間は、1.0⑥:護岸形状による津波高さの補正係数

⑤：地盤沈降量

(m) (値は、D.L表示)

(m) (正の値=沈下)
過剰間隙水圧の消散に伴う沈下量

①：天端標高

②：沈下量(残留変位)

転倒する可能性

残留水平変位

液状化により変形が発生する可能性

(1V)･(2V)･(3V)･(4V)･(5V)

(m) (値は、D.L表示)

(m) (正の値=沈下)
水際からの距離を考慮したもの

(cm/s1/2)

:適用範囲外の値

自動計算(0.35～1.05が概ね適用範囲)

(3V)=H

(m)残留水平変位

出
力
項
目

対象施設

残留鉛直変位

補正係数
(鉛直変位)

(4H)=置換砂・埋立層の等価N値

(5V)=地震動レベル(速度のPSI)

(4V)=置換砂・埋立層の等価N値

(1V)=W/H

(2V)=D1/H

(5H)=地震動レベル(速度のPSI)

(2H)=D1/H

W

裏込石

基礎捨石

埋立土
(液状化層)

置換砂
(液状化層)

粘性土
(非液状化層)

粘性土
(非液状化層)

H

D
11:2

1:2

1:21:2

1:1.2ｹｰｿﾝ

：変位量算出点

水際線からの距離

 

③津波高さ及び⑤地盤沈

降量を入力した場合は、

⑦に施設の津波に対する

余裕高さが示される。 

③津波高さ及び⑤地盤沈

降量が不明な場合、施設

の沈下量は、②沈下量及

び④排水沈下量から対象

施設の沈下量を算出し、

地震後の施設の沈下量の

評価を行う。 
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3.2. 傾斜型護岸タイプの計算事例 

3.2.1. 施設名称等の入力 

 施設名称等、付属図の有無および付属データの有無は耐震診断結果に直接関係しないが、

耐震診断の整理のため入力する。 

 

施設名称:

整理番号: 管理者:

施設延長: 建設時期:

付属図の有無:

付属データの有無:

○○港○○地区護岸（傾斜型）

護岸（傾斜型）－5

150m 1983年

○○県

断面図

有り柱状図

施設位置図 有り

有り

ボーリング位置図

地震動波形

FEMメッシュデータ

無し液状化判定資料

無し

有り

有り

 

図 3.8 施設名称等の入力 

 

(1) 施設名称 

 対象施設の名称を入力する。 

(2) 整理番号 

 対象施設および耐震診断結果を整理しやすいよう、番号等を入力する。 

(3) 管理者 

 対象施設の管理者名を入力する。 

(4) 施設延長 

 対象施設の施設延長を入力する。 

(5) 建設時期 

 対象施設の建設時期を入力する。 

(6) 付属図の有無および付属データの有無 

 プルダウンにより、付属図および付属データの有無を選択する。 
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3.2.2. 施設情報の入力 

 標準断面図及び土質調査結果により、施設情報の入力に必要な情報を整理して入力する。 

 

東経133 44分 16秒

北緯34 29分 42秒

T.P 4.77 (m)

D.L 6.50 (m)

H.H.W.L D.L 3.99 (m)

H.W.L D.L 3.27 (m)

5.60 (m)

0.45 (m)

1:1.00 －

2.84 (m)

6.20 －

6.20 －

0.00 (m)

0.0～25.0が概ね適用範囲

0.0～3.0が概ね適用範囲

2.0～10.0が概ね適用範囲

による値。

1:○○の○○を数字のみ入力(1:1.0～1:3が概ね適用範囲)

年の

－
護岸形状による津波
高さの補正係数

背後地盤の等価N値

1.00

施設位置

値

地盤高

施工図面

備考

左記は、 1983

国土地理院のHP(2万5千分1地図)等から設定。
(数字だけ入力)

勾配

基礎地盤厚
(液状化対象層)

防潮施設の水際からの位置

傾
斜
型

(

護
岸
タ
イ
プ

)

基礎地盤の等価N値

天端標高

5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

5≦等価N値≦25(ただし、背後地盤の等価Nより大きい値を入力)
ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

防潮施設の水際からの距離

当面の間は、1.0を使用

捨石厚

 

図 3.9 施設情報の入力 

 

(1) 施設位置 

 予想地震動がない場合、断層からの距離補正に必要となるため、施設位置情報として、緯

度および経度を入力する。なお、施設の緯度・経度については国土地理院のホームページ（ウ

ォッ地図：http://watchizu.gsi.go.jp/）が参考となる。 

 予想地震動がある場合は、省略することができる。 

(2) 天端標高 

 対象施設の天端標高を入力する。（図 3.10：入力項目①）なお、TP は DL との関係がある

場合に入力する。 

また、天端標高が「施工図面」による値か「実測」による値かを入力する。 

(3) 潮位 

 対象施設の潮位を入力する。（図 3.10：入力項目②） 

(4) 地盤高、捨石厚、勾配、基礎地盤液状化層厚 

 地盤高、捨石厚、勾配、基礎地盤液状化層厚を入力する。（図 3.10：入力項目③～⑥） 
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対象施設の標準断面図より、天端標高、潮位、地盤高、捨石厚、勾配、基礎地盤液状化層

厚を設定した。（図 3.10：入力項目①～⑥） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.10 標準断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入力項目① 

天端標高：+6.50m

入力項目③ 

地盤高：5.60m 

（スケールアップにより算出）

入力項目④ 

捨石層厚：0.45m 

（スケールアップにより算出）

入力項目⑤ 

勾配：1：1.0 

（スケールアップにより算出） 

入力項目⑥ 

基礎地盤厚（液状化対象層）：土質柱状図より設定（層厚 2.81m）

入力項目② 

潮位：+3.27m 
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(5) 背後地盤、基礎地盤の等価 N 値 

 耐震診断に必要な地盤条件として、背後地盤の等価N値、基礎地盤の等価N値を算定する。 

 この結果、背後地盤の等価 N値は 6.2、基礎地盤の等価 N値は 2.9 と算定された。（図 3.11） 

 なお、基礎地盤の等価 N値は背後地盤の等価 N値より大きい値を入力することとなってい

るため、基礎地盤の等価 N値は 6.2 として設定した。 

 

6.20 －

6.20 －

5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

5≦等価N値≦25(ただし、背後地盤の等価Nより大きい値を入力)
ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

基礎地盤の等価N値

背後地盤の等価N値

 

 

（等価 N値の算定） 

傾斜型護岸タイプのチャート式耐震診断システムは、背後地盤と基礎地盤の等価 N 値を

個別に指定することが可能である。補助システムである等価 N 値算定シートを用いて背後

地盤と基礎地盤の等価 N値を算定した。 

 等価 N 値算定シートでは、背後地盤及び基礎地盤部に複数の層がある場合は層厚による

加重平均により等価 N値を評価するシートとなっている。 

 
 


 


i

ii

H

HN
N 65

65  

N65：耐震診断に用いる等価 N値 

N65i：i 層の等価 N値 

Hi：i 層の層厚(m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤条件の適用範囲
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1) チャート式耐震診断補助シート－等価 N 値の算定－ 

 チャート式耐震診断補助シートを用いて、液状化対象層の平均等価 N 値を算定する。

対象施設名
ボーリング名
ボーリング位置
調査年月日
構造形式
孔口標高 D.L(T.P) 3.37 m
地下水位 D.L(T.P) 1.44 m

6.2 液状化対象層A(背後地盤(埋立層)の液状化対象層)
2.9 液状化対象層B(基礎地盤(置換砂)の液状化対象層)

湿潤重量 飽和重量 各土層の

γt γsat 平均等価N値

上端 下端 (kN/m3) (kN/m3) N65
砂質土 非液状化対象層 3.37 1.44 18.0 20.0 5.8
砂質土 液状化対象層A 1.44 0.90 18.0 20.0 6.2
砂質土 液状化対象層B 0.90 -1.94 18.0 20.0 2.9
粘性土 非液状化対象層 -1.94 -7.24 14.0 14.0 2.2

 

 

 

 

土層中心の
深度または
測定深度

平均N値
または
実測N値

等価N値

G.L (m) N N65
1.30 4.0 5.8

2.30 5.0 6.2

3.30 3.0 3.6

4.30 3.0 3.2

5.30 2.0 1.9

6.30 3.0 2.8

8.10 2.0 1.6

 

 

No.3
護岸直背後
1979年6月20日

標高

D.L(T.P) (m)土層

チャート式耐震診断補助シート:等価N値の算定
○○港○○地区護岸（傾斜型）

傾斜型護岸タイプ

平均等価N値

(注意事項.1)
　同一土層であっても、地下水位の上
下で土層は分けて下さい。

(注意事項.2)
　ボーリング調査時の土層構成で等価
N値を算定して下さい。

(注意事項.3)
　孔口標高は必ず入力して下さい。

 

 

 

 

 

 

 

図 3.11 等価 N値の算定 

プルダウンにより、構造形式を選択

プルダウンにより、土層区分を選択

なお、同一土層区分であっても地下

水位の上下で土層分けを行う。 

プルダウンにより、液状化対象層を区分 

埋立土の液状化対象層⇒液状化対象層 A 

置換砂の液状化対象層⇒液状化対象層 B 

粘性土など液状化を考慮しない層⇒非液状化対象層 

入力項目② 

入力項目③ 

試験値から単位体積重量

が解る場合は、その値を

入力する。不明な場合は、

一般的な単位体積重量を

入力する。 

 

※一般的な単位体積重量 

砂質土： 

湿潤重量 18kN/㎥ 

飽和重量 20kN/㎥ 

粘性土： 

湿潤重量 14kN/㎥ 

飽和重量 14kN/㎥ 

入力項目① 
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技術者判断によるが、シルト層で砂分が多い層は全て液状化対象層としている。 

  液状化対象層の間に薄層の非液状化対象層が含まれる場合は、液状化対象層としている。 

 

 

 

 

 

 

地下水位 

非液状化対象層 

基礎地盤（置換砂）

砂質土層上端標高 

(非液状化層) 

3.365m⇒3.37m 

水位面 

1.44m 

背後地盤（埋立層）

液状化対象層 

砂質土層下端標高 

(液状化対象層 A) 

砂質土上端標高 

(液状化対象層 A) 

-0.865m⇒-0.87m 

砂質土層下端標高 

(液状化対象層 A) 

粘性土上端標高 

-1.935m⇒-1.94m 

入力項目③ 

以降に示す、等価 N

値算定補助シート

に N値を入力する 

 

入力項目② 

＜土層中心の深度または測定深度＞ 

1 箇所目：(1.15+1.45)/2=1.30m 

2 箇所目：(2.15+2.45)/2=2.30m 

3 箇所目：(3.15+3.45)/2=3.30m 

以下、同様の算出方法 

↑以降に示す、等価 N値算定補助シートに入力する

 

孔口標高：3.37m 

地下水位：孔内水位が不明の為、港湾の施設の技術上の基準・

同解説(P.959)より算定。 

(H.W.L-L.W.L)×1/3+L.W.L 

=(3.27-0.53)×1/3+0.53 

=1.44m 

入力項目① 

標高 

↑以降に示す、等価 N値算定補助シ

ートに入力する 

粘性土下端標高 

-7.235m⇒-7.24m 
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(6) 地震・津波に関する情報 

1) 地震情報の入力 

 対象自身のシナリオおよび予測震度を入力する。入力に当たっては、中央防災会議・各地

方自治体で定める地域防災計画などを参考にする。 

－

対象地震のシナリオ

予測気象庁震度 5弱 中央防災会議等の公表値

SPGA50%非超過波

 

 

 

 

2) 津波に関する情報 

 当該地点において津波高さが設定されている場合は、その値を入力する。これは「余裕高

さによる耐震性評価」の検討に必要な値であるが、検討不要の場合は省略しても良い。 

T.P (m)

D.L (m)

地殻隆起あるいは沈降量 (m) 隆起=正の値、沈降=負の値

1.27

-0.4

中央防災会議等の公表値
3.00

津波高さ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プルダウンにより、予測気象庁震度を選択
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3) 地震に関する情報 

 チャート式耐震診断補助シートを用いて、速度の PSI 値を算定する。 

波形データのフォルダ D:\波形
波形データの名称 50.ACC
波形の種類 1 1:加速度、2:速度
データ補正 1 1:倍率、2:最大値
倍率の場合 1 この倍率を元データに
最大値の場合 この値を絶対値最大に
データ間隔(S) 0.01
データ読み飛ばし行数 5 何行無視するか
1行のデータ数 8
1データの文字数 10
データの貼付 1 1:貼付、2:残さない

データの個数（個） 32768

速度のPSI値(cm/s1/2) 59.60

PSI値の計算

 

図 3.12 施設情報の入力(SPGA50%非超過波) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.13 波形データファイル(例) 

5 行の読み飛ばし 

文字数 10 文字で 1 桁のデータ数

が 8 データ 

データ読み飛ばし行数：5 行 

波形データ 

データ間隔(s)：0.01s 

1 行のデータ個数：８個

1 データの文字数：１０個（空欄・符号・小数点含む）

入力欄 

計算結果 
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－

T.P (m)

D.L (m)

地殻隆起あるいは沈降量 (m) 隆起=正の値、沈降=負の値

機関
港湾
地区

地震動
方向

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ -6 8.70 －

断層面距離 -6 104.97 (km)

(cm/s
1/2

)

(cm/s1/2)
注1) :中央防災会議で用いられている断層モデルを用いる場合は、以下の数字を入力。

-1=東海地震、-2=東南海地震、-3=南海地震、-4=東海+東南海地震

-5=東南海+南海地震、-6=東海+東南海+南海地震

上記の数字を入力するとマグニチュードが自動で与えられ、かつ施設の位置情報(緯度経度)

を入力していれば、自動で断層面距離を算定する。

各自で設定する場合は、マグニチュード、断層面距離をそれぞれ入力する。

注2) 2の海溝型を選んだ場合には、下記の3つの地震波のうち最も大きい変形量を算定。

海溝型地震波の3波は、以下の特性がある。

海南波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的軟らかい地点の波形(工学的基盤上)

撫養港波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的固い地点の波形(工学的基盤上)

東京波：対象地震は、｢南関東地震」で、地盤が比較的柔らかい地点の波形(工学的基盤上)

注3) 地震動の評価方法として精度が高い順番に①予測地震動から求めた速度のPSI,②予測地震動による

基盤最大加速度,③距離減衰式による基盤最大加速度

予測地震動の加速度の(絶対値)最大値を読み取る。

351.90

値

津波に関する情報

5弱 中央防災会議等の公表値予測気象庁震度

項目

SPGA50%非超過波

断層面への最短距離

1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

データベース内の地震動
の有無

距離減衰式に
よる予測諸元
注1)

3

対象地震のシナリオ

3.00
津波高さ

4
1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

備考

｢港湾の施設の技術上の基準・同解説」
(平成11年4月)の補正最大加速度

中央防災会議等の公表値

プルダウンによる選択

4

予測地震動の波形の有無

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(中央防災会議)

*)｢速度のPSI算定シート」が利用出来る。

予測地震動が有りの場合
の基盤最大加速度

距離減衰式による基盤最
大加速度(参考値)

地震に関する情報：
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「有り」時刻歴データも「有る」場合

予測地震動の速度のPSI

(gal)

59.60

500.00

耐震診断に用いる

地震波の種類注2)

検討対象港
湾・海岸名お
よび地震動の
選択

地震に関する情報：
1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「無い」場合

1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢
無い｣場合
2.サイト特性を考慮して合成した予想地震動は｢
有る｣が時刻歴データが｢無い｣場合
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢
有り｣時刻歴データが｢有る｣場合

2
1.｢有り｣の場合、以降入力の必要なし
2.｢無し｣の場合、以下入力が必要

地震に関する情報：
2.サイト特性を考慮して合成した予測地震動は「有る」が時刻歴データが「無い」場合

耐震診断に用いる

地震波の種類注2)

耐震診断に用いる速度のPSI 59.60
地震動評価

入力項目より、自動計算

(gal)

地震に関する情報

1.27

-0.4

 

図 3.14 地震・津波に関する情報の入力(SPGA50%非超過波) 

 地震動がデータベース化されてい

る場合は、プルダウンにより選択。
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【参考】 

 地震に関する情報で下記の入力をする場合は、P17～P19 を参照する。 

＜予測地震動の波形の有無で 1を選択する場合＞ 

＜予測地震動の波形の有無で 2を選択する場合＞ 

＜地震動がデータベース化されている場合＞ 

 

(7) 対策工の制約条件 

 対策工の制約条件や、耐震診断結果に関係しないが、対策工を実施する際の参考となるよ

うに事前に整理入力する。 

 

注1) ：上記の記入内容は、耐震診断には直接関係ない項目であるが、

  対策工が必要となった場合に、対策工の立案に必要な項目である。

背後から重機進入可能

項目 コメント

背後地に増築可能

周辺環境
(例：民家に隣接する。)

可

可前面海域からの施工可能

備考.1

不明

備考.2

掘削が可能 不可

前面海域に増築可能 不明

 

図 3.15 対策工の制約条件の入力 
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:入力項目

施設名称:

整理番号: 管理者:

施設延長: 建設時期:

付属図の有無:

付属データの有無:

(1) 施設情報

施設分類: 傾斜型(護岸タイプ)

東経133 44分 16秒

北緯34 29分 42秒

T.P 4.77 (m)

D.L 6.50 (m)

H.H.W.L D.L 3.99 (m)

H.W.L D.L 3.27 (m)

5.60 (m)

0.45 (m)

1:1.00 －

2.84 (m)

6.20 －

6.20 －

0.00 (m)

0.0～25.0が概ね適用範囲

0.0～3.0が概ね適用範囲

2.0～10.0が概ね適用範囲

による値。

沿岸構造物のチャート式耐震診断システム入力シート:傾斜型(護岸タイプ)(1)

○○港○○地区護岸（傾斜型）

護岸（傾斜型）－5

150m 1983年

○○県

1:○○の○○を数字のみ入力(1:1.0～1:3が概ね適用範囲)

年の

断面図

有り柱状図

施設位置図 有り

有り

ボーリング位置図

地震動波形

FEMメッシュデータ

無し

－
護岸形状による津波
高さの補正係数

背後地盤の等価N値

1.00

施設位置

値

地盤高

液状化判定資料

無し

有り

有り

施工図面

備考

左記は、 1983

国土地理院のHP(2万5千分1地図)等から設定。
(数字だけ入力)

勾配

基礎地盤厚
(液状化対象層)

防潮施設の水際からの位置

傾
斜
型

(

護
岸
タ
イ
プ

)

基礎地盤の等価N値

天端標高

5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

5≦等価N値≦25(ただし、背後地盤の等価Nより大きい値を入力)
ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

防潮施設の水際からの距離

当面の間は、1.0を使用

捨石厚

基
礎
地
盤
厚

(液
状
化
対
象
層
)

捨石

勾
　
配

地
盤
高

基礎地盤
(液状化層)

背後地盤

：変位量算出点

捨
石
厚

水際線からの距離

3.2.3. チャート式耐震診断システム検討結果 
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:入力項目

(2) 地震・津波に関する情報

－

T.P (m)

D.L (m)

地殻隆起あるいは沈降量 (m) 隆起=正の値、沈降=負の値

機関
港湾
地区

地震動
方向

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ -6 8.70 －

断層面距離 -6 104.97 (km)

(cm/s1/2)

(cm/s1/2)
注1) :中央防災会議で用いられている断層モデルを用いる場合は、以下の数字を入力。

-1=東海地震、-2=東南海地震、-3=南海地震、-4=東海+東南海地震

-5=東南海+南海地震、-6=東海+東南海+南海地震

上記の数字を入力するとマグニチュードが自動で与えられ、かつ施設の位置情報(緯度経度)

を入力していれば、自動で断層面距離を算定する。

各自で設定する場合は、マグニチュード、断層面距離をそれぞれ入力する。

注2) 2の海溝型を選んだ場合には、下記の3つの地震波のうち最も大きい変形量を算定。

海溝型地震波の3波は、以下の特性がある。

海南波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的軟らかい地点の波形(工学的基盤上)

撫養港波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的固い地点の波形(工学的基盤上)

東京波：対象地震は、｢南関東地震」で、地盤が比較的柔らかい地点の波形(工学的基盤上)

注3) 地震動の評価方法として精度が高い順番に①予測地震動から求めた速度のPSI,②予測地震動による

基盤最大加速度,③距離減衰式による基盤最大加速度

(3) 対策工法の制約条件

注1) ：上記の記入内容は、耐震診断には直接関係ない項目であるが、

  対策工が必要となった場合に、対策工の立案に必要な項目である。

前面海域に増築可能 不明
可
可

背後から重機進入可能
前面海域からの施工可能

周辺環境
(例：民家に隣接する。)

備考.1
備考.2

予測地震動の加速度の(絶対値)最大値を読み取る。

351.90

項目 コメント
背後地に増築可能 不明

値

津波に関する情報

5弱 中央防災会議等の公表値予測気象庁震度

項目

SPGA50%非超過波

断層面への最短距離

1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

データベース内の地震動
の有無

距離減衰式に
よる予測諸元
注1)

3

対象地震のシナリオ

3.00
津波高さ

4
1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

備考

｢港湾の施設の技術上の基準・同解説」
(平成11年4月)の補正最大加速度

中央防災会議等の公表値

プルダウンによる選択

4

予測地震動の波形の有無

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(中央防災会議)

*)｢速度のPSI算定シート」が利用出来る。

予測地震動が有りの場合
の基盤最大加速度

距離減衰式による基盤最
大加速度(参考値)

地震に関する情報：
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「有り」時刻歴データも「有る」場合

予測地震動の速度のPSI

(gal)

59.60

500.00

耐震診断に用いる

地震波の種類注2)

検討対象港
湾・海岸名お
よび地震動の
選択

地震に関する情報：
1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「無い」場合

1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢
無い｣場合
2.サイト特性を考慮して合成した予想地震動は｢
有る｣が時刻歴データが｢無い｣場合
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢
有り｣時刻歴データが｢有る｣場合

2
1.｢有り｣の場合、以降入力の必要なし
2.｢無し｣の場合、以下入力が必要

地震に関する情報：
2.サイト特性を考慮して合成した予測地震動は「有る」が時刻歴データが「無い」場合

耐震診断に用いる

地震波の種類注2)

耐震診断に用いる速度のPSI 59.60
地震動評価

入力項目より、自動計算

(gal)

地震に関する情報

沿岸構造物のチャート式耐震診断システム入力シート:傾斜型(護岸タイプ)(2)

掘削が可能 不可

1.27

-0.4
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(1) 地震後の残留変位

5.60

0.45

1.00

2.84

6.20

6.20

59.60

標準
タイプ

0.14 

0.97 

1.23 

1.49 

1.51 

1.92 

0.66 

3.44 

0.5 (m) (参考) 48cm 

0.5 (m) 水際からの距離を考慮したもの

(2) 液状化に対する検討結果

高い

(3) 余裕高さによる耐震性評価

6.50 

0.50 

3.00 

0.13 

0.40 

1.00 

2.47 

注1:余裕高さが負の場合は、天端高よりも津波高が高い。

(m) (正の値=沈下)
水際からの距離を考慮したもの

(m) ⑦=①-②-③×⑥-④-⑤
水際からの距離を考慮したもの

(m) (正の値=沈下)
過剰間隙水圧の消散に伴う沈下量

当面の間は、1.0

(m) (値は、D.L表示)

(m) (正の値=沈下)

(m) (値は、D.L表示)

捨石厚

(0.0～25.0が概ね適用範囲)

②：沈下量(残留変位)

①：天端標高

残留鉛直変位

液状化により変形が発生する可能性

:適用範囲外の値

(4H)=基礎地盤厚

(5H)=背後・基礎地盤の等価N値

⑦：余裕高さ

(1H)･(2H)･(3H)･(4H)･(5H)･(6H)

③：津波高さ

④：排水沈下量

⑤：地盤沈降量

⑥:護岸形状による津波高さの補正係数

(3H)=勾配

沿岸構造物のチャート式耐震診断システムによる検討結果:傾斜型(護岸タイプ）

地盤高

(m)

速度のPSI値

(m) (2.0～10.0が概ね適用範囲)

(1:1.0～1:3が概ね適用範囲)

背後地盤の等価N値

出
力
項
目

対象施設

補正係数
(鉛直変位)

(1H)=地盤高

入
力
項
目

(6H)=地震動レベル(速度のPSI)

残留鉛直変位

5≦等価N値≦25
(ただし、背後地盤の等価Nより大きい値を入力)

(cm/s
1/2

)

基礎地盤厚(液状化対象層)

基礎地盤の等価N値

勾配

5≦等価N値≦25

(m) (0.0～3.0が概ね適用範囲)

(2H)=捨石厚

基
礎
地
盤
厚

(液
状
化
対
象
層
)

捨石

勾
　
配

地
盤
高

基礎地盤
(液状化層)

背後地盤

：変位量算出点

捨
石
厚

水際線からの距離

 

③津波高さ及び⑤地盤沈

降量を入力した場合は、

⑦に施設の津波に対する

余裕高さが示される。 

③津波高さ及び⑤地盤沈

降量が不明な場合、施設

の沈下量は、②沈下量及

び④排水沈下量から対象

施設の沈下量を算出し、

地震後の施設の沈下量の

評価を行う。 
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3.3. 控え直杭式矢板の計算事例 

3.3.1. 施設名称等の入力 

 施設名称等、付属図の有無および付属データの有無は耐震診断結果に直接関係しないが、

耐震診断の整理のため入力する。 

 

施設名称:

整理番号: 管理者:

施設延長: 建設時期:

付属図の有無:

付属データの有無:

有り

有り柱状図

FEMメッシュデータ

地震動波形

液状化判定資料

護岸（控え直杭式矢板）-1

100m

○○港○○地区護岸（控え直杭式矢板）

無し

有り

施設位置図

ボーリング位置図

有り

1988年

断面図

有り

無し

○○県

 

図 3.16 施設名称等の入力 

 

(1) 施設名称 

 対象施設の名称を入力する。 

(2) 整理番号 

 対象施設および耐震診断結果を整理しやすいよう、番号等を入力する。 

(3) 管理者 

 対象施設の管理者名を入力する。 

(4) 施設延長 

 対象施設の施設延長を入力する。 

(5) 建設時期 

 対象施設の建設時期を入力する。 

(6) 付属図の有無および付属データの有無 

 プルダウンにより、付属図および付属データの有無を選択する。 
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3.3.2. 施設情報の入力 

 標準断面図及び土質調査結果により、施設情報の入力に必要な情報を整理して入力する。 

 

東経133 41分 42秒

北緯34 29分 1秒

T.P 2.47 (m)

D.L 4.20 (m)

H.H.W.L D.L 3.99 (m)

H.W.L D.L 3.27 (m)

L.W.L D.L 0.53 (m)

矢板天端標高 D.L 2.20 (m)

矢板下端標高 D.L -11.50 (m)

控え杭下端標高 D.L -1.80 (m)

ﾀｲﾛｯﾄﾞ取付位置 D.L 1.80 (m)

控え工距離 19.00 (m)

矢板の種類 鋼矢板

0.15 －

無し (m)

8.20 －

-8.90 (m)

-1.63 (m)

8.90 (m)

-1.09 -

-0.20 -

1.09 -

10.10 －

1.00 －

0.00 (m)

値

非液状化層に根入れされている場合「＋」

による値。天端標高 2010 実測

0.10～0.25が概ね適用範囲
「設計震度算定シート」より求めた設計深度を入力

D1/H：自動計算

海底面からの
液状化層厚：D1

「有り」、「無し」から選択

矢板壁の非液状化層
への根入れ長：L1

-0.5～0.5が概ね適用範囲

L2/H:自動計算

裏込石の有無

-0.9～0.5が概ね適用範囲

H：壁高

矢板とﾀｲﾛｯﾄﾞの取付位置。

備考

年の左記は、

国土地理院のHP(2万5千分1地図)等から設定。
(数字だけ入力)

施設位置

0.3～2.0が概ね適用範囲

控杭の非液状化層へ
の根入れ長：L2

L1/H:自動計算

設計震度

3.0m～15.0mが概ね適用範囲

非液状化層に根入れされている場合「＋」

防潮施設の水際から
の距離

5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値液状化層の等価N値

当面の間は、1.0を使用
護岸形状による津波
高さの補正係数

控
え
直
杭
式
矢
板
構
造

 

図 3.17 施設情報の入力 
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(1) 施設位置 

 予想地震動がない場合、断層からの距離補正に必要となるため、施設位置情報として、緯

度および経度を入力する。なお、施設の緯度・経度については国土地理院のホームページ（ウ

ォッ地図：http://watchizu.gsi.go.jp/）が参考となる。 

 予想地震動がある場合は、省略することができる。 

(2) 天端標高 

 対象施設の天端標高を入力する。（図 3.18：入力項目①）なお、TP は DL との関係がある

場合に入力する。 

また、天端標高が「施工図面」による値か「実測」による値かを入力する。 

(3) 潮位 

 対象施設の潮位を入力する。（図 3.18：入力項目②） 

(4) 矢板天端標高、矢板下端標高、控え杭下端標高、タイロッド取付位置、控え工距離、矢

板の種類、設計震度、裏込石の有無、壁高、矢板壁の非液状化層への根入長、控え杭

の非液状化層への根入長、海底面からの液状化層厚 

 矢板天端標高、矢板下端標高、控え杭下端標高、タイロッド取付位置、控え工距離、矢板

の種類、設計震度、裏込石の有無、壁高、矢板壁の非液状化層への根入長、控え杭の非液状

化層への根入長、海底面からの液状化層厚を入力する。（図 3.18：入力項目③～⑭） 
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 対象施設の標準断面図、土質柱状図より、天端標高、潮位、矢板天端標高、矢板下端標高、

控え杭下端標高、タイロッド取付位置、控え工距離、矢板の種類、設計震度、裏込石の有無、

壁高、矢板壁の非液状化層への根入長、控え杭の非液状化層への根入長、海底面からの液状

化層厚を設定した。（図 3.18：入力項目①～⑭） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.18 標準断面図 

 

松杭は考慮しない。 

入力項目① 

天端標高：+4.20m 
入力項目③ 

矢板天端標高：+2.20m

入力項目⑦ 

控え工距離：19.0m 

入力項目④ 

矢板下端標高：-11.50m

入力項目⑤ 

控え杭下端標高：-1.80m 

（スケールアップにより算出）

入力項目⑥ 

タイロッド取付位置：+1.80m 

（スケールアップにより算出）

入力項目⑧ 

矢板の種類：鋼矢板

入力項目⑨ 

設計震度：対象施設が昭和 40 年代頃に

設置されたと考えられるため、当時の設

計震度である kh=0.15 を採用 

入力項目⑩ 

裏込石の有無：図面より裏込石の存在は

確認できないため「無し」とした。 

入力項目⑫ 

矢板壁の非液状化層への根入長：-8.90m

土質柱状図より設定した。 

入力項目⑬ 

控え杭の非液状化層への根入長：-1.63m

土質柱状図より設定した。 

入力項目⑪ 

壁高 8.20m 

入力項目⑭ 

海底面からの液状化層厚：8.90m 

土質柱状図より設定した。 

入力項目② 

潮位：+3.27m 
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(5) 液状化層の等価 N 値 

 耐震診断に必要な地盤条件として、液状化層の等価 N値を算定する。 

 この結果、液状化層の等価 N値は 10.1 と算定された。（図 3.19） 

 

10.10 － 5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値液状化層の等価N値
 

 

（等価 N値の算定） 

直杭式矢板のチャート式耐震診断システムは、液状化層の等価 N 値を指定することが可

能である。補助システムである等価 N 値算定シートを用いて液状化層の等価 N 値を算定し

た。 

 等価 N 値算定シートでは、液状化層が複数ある場合は層厚による加重平均により等価 N

値を評価するシートとなっている。 

 
 


 


i

ii

H

HN
N 65

65  

N65：耐震診断に用いる等価 N値 

N65i：i 層の等価 N値 

Hi：i 層の層厚(m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤条件の適用範囲 
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対象施設名
ボーリング名
ボーリング位置
調査年月日
構造形式
孔口標高 D.L(T.P) 4.57 m
地下水位 D.L(T.P) 2.36 m

10.1 液状化対象層A(背後地盤、海底地盤の液状化対象層)
-  

湿潤重量 飽和重量 各土層の

γt γsat 平均等価N値

上端 下端 (kN/m3) (kN/m3) N65
砂質土 非液状化対象層 4.57 2.36 18.0 20.0 22.7
砂質土 液状化対象層A 2.36 1.67 18.0 20.0 28.3
砂質土 液状化対象層A 1.67 -0.73 18.0 20.0 9.7
砂質土 液状化対象層A -0.73 -2.73 18.0 20.0 4.3
砂質土 液状化対象層A -2.73 -3.43 18.0 20.0  
粘性土 非液状化対象層 -3.43 -11.93 14.0 14.0 2.1
砂質土 液状化対象層B -11.93 -20.83 18.0 20.0 19.1

 

土層中心の
深度または
測定深度

平均N値
または
実測N値

等価N値

G.L (m) N N65
1.30 18.0 22.7

2.30 25.0 28.3

3.30 12.0 13.0

4.30 12.0 12.3

5.30 4.0 3.8

6.30 8.0 7.2

7.30 2.0 1.4

8.30 1.0 0.3

9.30 1.0 0.2

10.35 2.0 1.0

11.35 2.0 1.0

12.30 1.0 0.0

13.30 1.0 0.0

14.30 7.0 4.8

15.30 9.0 6.2

16.30 8.0 5.3

18.30 26.0 18.1

19.30 31.0 21.0

20.30 24.0 15.4

21.20 32.0 20.4

22.30 21.0 12.3

23.30 23.0 13.2

24.30 46.0 27.2

25.25 44.0 25.2

 

 

 

土層

チャート式耐震診断補助シート:等価N値の算定
○○港○○地区護岸（控え直杭式矢板）

矢板式

平均等価N値

No.2
護岸直背後
1984年8月3日

標高

D.L(T.P) (m)

(注意事項.1)
　同一土層であっても、地下水位の上
下で土層は分けて下さい。

(注意事項.2)
　ボーリング調査時の土層構成で等価
N値を算定して下さい。

(注意事項.3)
　孔口標高は必ず入力して下さい。

1) チャート式耐震診断補助シート－等価 N 値の算定－ 

 チャート式耐震診断補助シートを用いて、液状化対象層の平均等価 N値を算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.19 等価 N値の算定 

プルダウンにより、構造形式を選択

プルダウンにより、土層区分を選択 

なお、同一土層区分であっても地下

水位の上下で土層分けを行う。 

プルダウンにより、液状化対象層を区分 

埋立土の液状化対象層⇒液状化対象層 A 

置換砂の液状化対象層⇒液状化対象層 B 

粘性土など液状化を考慮しない層⇒非液状化対象層 

入力項目② 

入力項目③ 

試験値から単位体積重量

が解る場合は、その値を

入力する。不明な場合は、

一般的な単位体積重量を

入力する。 

 

※一般的な単位体積重量 

砂質土： 

湿潤重量 18kN/㎥ 

飽和重量 20kN/㎥ 

粘性土： 

湿潤重量 14kN/㎥ 

飽和重量 14kN/㎥ 

入力項目① 



 

45 

 

 

技術者判断によるが、シルト層で砂分が多い層は全て液状化対象層としている。 

  液状化対象層の間に薄層の非液状化対象層が含まれる場合は、液状化対象層としている。 

地下水位 

液状化対象層 

非液状化対象層 

水位面 2.36m 

 

入力項目① 

標高 

↑以降に示す、等価 N

値算定補助シートに入

力する 

砂質土層下端・砂質

土層上端標高 

1.67m 

砂質土層下端・砂質

土層上端標高 

-0.73m 

砂質土層下端・砂質

土層上端標高 

-2.73m 

砂質土層下端・粘性

土層上端標高 

-3.43m 

粘性土層下端・砂質

土層上端標高 

-11.93m 

砂質土層下端標高 

-20.83m 

入力項目② 

＜土層中心の深度または測定深度＞ 

1 箇所目：(1.15+1.45)/2=1.30m 

2 箇所目：(2.15+2.45)/2=2.30m 

3 箇所目：(3.15+3.45)/2=3.30m 

以下、同様の算出方法 

↑以降に示す、等価 N値算定補助シートに入力する

 

入力項目③ 

以降に示す、等価 N

値算定補助シート

に N値を入力する 

 

孔口標高：4.57m 

地下水位：孔内水位が不明の為、港湾の施設の技術上の基準・

同解説(P.990)より算定。 

(H.W.L-L.W.L)×2/3+L.W.L 

=(3.27-0.53)×2/3+0.53 

=2.36m 
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(6) 地震・津波に関する情報 

1) 地震情報の入力 

 対象自身のシナリオおよび予測震度を入力する。入力に当たっては、中央防災会議・各地

方自治体で定める地域防災計画などを参考にする。 

－

対象地震のシナリオ

予測気象庁震度 5弱 中央防災会議等の公表値

SPGA50%非超過波

 

 

 

 

2) 津波に関する情報 

 当該地点において津波高さが設定されている場合は、その値を入力する。これは「余裕高

さによる耐震性評価」の検討に必要な値であるが、検討不要の場合は省略しても良い。 

T.P (m)

D.L (m)

地殻隆起あるいは沈降量 (m) 隆起=正の値、沈降=負の値

津波高さ

-0.2

中央防災会議等の公表値
1.27

3.00

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プルダウンにより、予測気象庁震度を選択
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3) 地震に関する情報 

 チャート式耐震診断補助シートを用いて、速度の PSI 値を算定する。 

波形データのフォルダ D:\波形
波形データの名称 50.ACC
波形の種類 1 1:加速度、2:速度
データ補正 1 1:倍率、2:最大値
倍率の場合 1 この倍率を元データに
最大値の場合 この値を絶対値最大に
データ間隔(S) 0.01
データ読み飛ばし行数 5 何行無視するか
1行のデータ数 8
1データの文字数 10
データの貼付 1 1:貼付、2:残さない

データの個数（個） 32768

速度のPSI値(cm/s1/2) 63.90

PSI値の計算

 

図 3.20 施設情報の入力(SPGA50%非超過波) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.22 波形データファイル(例) 

入力欄 

計算結果 

データ読み飛ばし行数：5 行 

波形データ 

データ間隔(s)：0.01s 

1 行のデータ個数：８個 

1 データの文字数：１０個（空

欄・符号・小数点含む） 
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－

T.P (m)

D.L (m)

地殻隆起あるいは沈降量 (m) 隆起=正の値、沈降=負の値

機関
港湾
地区
地震動
方向

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ -6 8.70 －

断層面距離 -6 105.20 (km)

(cm/s
1/2

)

(cm/s1/2)
注1) :中央防災会議で用いられている断層モデルを用いる場合は、以下の数字を入力。

-1=東海地震、-2=東南海地震、-3=南海地震、-4=東海+東南海地震
-5=東南海+南海地震、-6=東海+東南海+南海地震
上記の数字を入力するとマグニチュードが自動で与えられ、かつ施設の位置情報(緯度経度)
を入力していれば、自動で断層面距離を算定する。
各自で設定する場合は、マグニチュード、断層面距離をそれぞれ入力する。

注2) 2の海溝型を選んだ場合には、下記の3つの地震波のうち最も大きい変形量を算定。
海溝型地震波の3波は、以下の特性がある。
海南波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的軟らかい地点の波形(工学的基盤上)
撫養港波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的固い地点の波形(工学的基盤上)
東京波：対象地震は、｢南関東地震」で、地盤が比較的柔らかい地点の波形(工学的基盤上)

注3) 地震動の評価方法として精度が高い順番に①予測地震動から求めた速度のPSI,②予測地震動による
基盤最大加速度,③距離減衰式による基盤最大加速度

津波高さ

SPGA50%非超過波

-0.2

予測地震動の速度のPSI

地震に関する情報：
1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「無い」場合

｢港湾の施設の技術上の基準・同解説」(平成
11年4月)の補正最大加速度

地震動評価
耐震診断に用いる速度のPSI

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(中央防災会議)

入力項目より、自動計算

351.48

対象地震のシナリオ

中央防災会議等の公表値

地震に関する情報

プルダウンによる選択

予測気象庁震度

1.27

予測地震動が有りの場合
の基盤最大加速度

(gal)

耐震診断に用いる

地震波の種類注2)

地震に関する情報：
2.サイト特性を考慮して合成した予測地震動は「有る」が時刻歴データが「無い」場合

検討対象港
湾・海岸名お
よび地震動の
選択

1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢無い｣
場合
2.サイト特性を考慮して合成した予想地震動は｢有る｣
が時刻歴データが｢無い｣場合
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢有り｣
時刻歴データが｢有る｣場合

データベース内の地震動
の有無

2
1.｢有り｣の場合、以降入力の必要なし
2.｢無し｣の場合、以下入力が必要

3予測地震動の波形の有無

2

(gal)

距離減衰式に
よる予測諸元
注1)

予測地震動の加速度の(絶対値)最大値を読み取る。

1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

距離減衰式による基盤最
大加速度(参考値)

耐震診断に用いる

地震波の種類
注2) 2

300.00

1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

63.90

地震に関する情報：
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「有り」時刻歴データも「有る」場合

断層面への最短距離

中央防災会議等の公表値5弱

備考項目

3.00

津波に関する情報

値

63.90

*)｢速度のPSI算定シート」が利用出来る。

 

図 3.21 地震・津波に関する情報の入力(SPGA50%非超過波) 

 

 

 地震動がデータベース化されてい

る場合は、プルダウンにより選択。 
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【参考】 

 地震に関する情報で下記の入力をする場合は、P17～P19 を参照する。 

＜予測地震動の波形の有無で 1を選択する場合＞ 

＜予測地震動の波形の有無で 2を選択する場合＞ 

＜地震動がデータベース化されている場合＞ 

 

(7) 対策工の制約条件 

 対策工の制約条件や、耐震診断結果に関係しないが、対策工を実施する際の参考となるよ

うに事前に整理入力する。 

 

注1) ：上記の記入内容は、耐震診断には直接関係ない項目であるが、

  対策工が必要となった場合に、対策工の立案に必要な項目である。

掘削が可能

周辺環境
(例：民家に隣接する。)

備考.1

不明

コメント

不明

不可

可

前面海域に増築可能

背後地に増築可能

備考.2

前面海域からの施工可能

背後から重機進入可能

項目

可

 

図 3.22 対策工の制約条件の入力 
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:入力項目

施設名称:

整理番号: 管理者:

施設延長: 建設時期:

付属図の有無:

付属データの有無:

(1) 施設情報

施設分類: 傾斜型(堤防タイプ)

東経133 41分 42秒

北緯34 29分 1秒

T.P 2.47 (m)

D.L 4.20 (m)

H.H.W.L D.L 3.99 (m)

H.W.L D.L 3.27 (m)

L.W.L D.L 0.53 (m)

矢板天端標高 D.L 2.20 (m)

矢板下端標高 D.L -11.50 (m)

控え杭下端標高 D.L -1.80 (m)

ﾀｲﾛｯﾄﾞ取付位置 D.L 1.80 (m)

控え工距離 19.00 (m)

矢板の種類 鋼矢板

0.15 －

無し (m)

8.20 －

-8.90 (m)

-1.63 (m)

8.90 (m)

-1.09 -

-0.20 -

1.09 -

10.10 －

1.00 －

0.00 (m)

液状化層の等価N値

当面の間は、1.0を使用
護岸形状による津波
高さの補正係数

控
え
直
杭
式
矢
板
構
造

3.0m～15.0mが概ね適用範囲

防潮施設の水際から
の距離

非液状化層に根入れされている場合「＋」

○○県

5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

施設位置

沿岸構造物のチャート式耐震診断システム入力シート:控え直杭式(1)

1988年

護岸（控え直杭式矢板）-1

100m

○○港○○地区護岸（控え直杭式矢板）

ボーリング位置図

有り

0.3～2.0が概ね適用範囲

控杭の非液状化層へ
の根入れ長：L2

L1/H:自動計算

断面図

有り

無し

設計震度

無し

有り

施設位置図

備考

年の左記は、

国土地理院のHP(2万5千分1地図)等から設定。
(数字だけ入力)

D1/H：自動計算

海底面からの
液状化層厚：D1

「有り」、「無し」から選択

矢板壁の非液状化層
への根入れ長：L1

-0.5～0.5が概ね適用範囲

L2/H:自動計算

裏込石の有無

-0.9～0.5が概ね適用範囲

H：壁高

非液状化層に根入れされている場合「＋」

による値。天端標高 2010 実測

0.10～0.25が概ね適用範囲
「設計震度算定シート」より求めた設計深度を入力

矢板とﾀｲﾛｯﾄﾞの取付位置。

有り

有り柱状図

FEMメッシュデータ

値

地震動波形

液状化判定資料

裏込石

非液状化層

H
(
壁
高
)

D1

矢
板
壁
の

根
入
れ
長
：
L
1

液状化対象層

L.W.L

H.W.L

液状化対象層

矢板壁～控え工間距離

控
え
工
の

根
入
れ
長
：
L
2

：変位量算出点
水際線からの距離

矢板天端標高D.L.

3.3.3. チャート式耐震診断システム検討結果 
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:入力項目

(2) 地震・津波に関する情報

－

T.P (m)

D.L (m)

地殻隆起あるいは沈降量 (m) 隆起=正の値、沈降=負の値

機関
港湾
地区

地震動
方向

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ -6 8.70 －

断層面距離 -6 105.20 (km)

(cm/s
1/2

)

(cm/s1/2)
注1) :中央防災会議で用いられている断層モデルを用いる場合は、以下の数字を入力。

-1=東海地震、-2=東南海地震、-3=南海地震、-4=東海+東南海地震
-5=東南海+南海地震、-6=東海+東南海+南海地震
上記の数字を入力するとマグニチュードが自動で与えられ、かつ施設の位置情報(緯度経度)
を入力していれば、自動で断層面距離を算定する。
各自で設定する場合は、マグニチュード、断層面距離をそれぞれ入力する。

注2) 2の海溝型を選んだ場合には、下記の3つの地震波のうち最も大きい変形量を算定。
海溝型地震波の3波は、以下の特性がある。
海南波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的軟らかい地点の波形(工学的基盤上)
撫養港波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的固い地点の波形(工学的基盤上)
東京波：対象地震は、｢南関東地震」で、地盤が比較的柔らかい地点の波形(工学的基盤上)

注3) 地震動の評価方法として精度が高い順番に①予測地震動から求めた速度のPSI,②予測地震動による
基盤最大加速度,③距離減衰式による基盤最大加速度

(3) 対策工法の制約条件

注1) ：上記の記入内容は、耐震診断には直接関係ない項目であるが、
  対策工が必要となった場合に、対策工の立案に必要な項目である。

掘削が可能
周辺環境
(例：民家に隣接する。)

備考.1

津波高さ

SPGA50%非超過波

-0.2

不明

予測地震動の速度のPSI

地震に関する情報：
1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「無い」場合

｢港湾の施設の技術上の基準・同解説」(平成
11年4月)の補正最大加速度

地震動評価
耐震診断に用いる速度のPSI

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(中央防災会議)

入力項目より、自動計算

不明

コメント

351.48

対象地震のシナリオ

中央防災会議等の公表値

地震に関する情報

プルダウンによる選択

予測気象庁震度

1.27

予測地震動が有りの場合
の基盤最大加速度

(gal)

耐震診断に用いる

地震波の種類注2)

地震に関する情報：
2.サイト特性を考慮して合成した予測地震動は「有る」が時刻歴データが「無い」場合

検討対象港
湾・海岸名お
よび地震動の
選択

1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢無い｣
場合
2.サイト特性を考慮して合成した予想地震動は｢有る｣
が時刻歴データが｢無い｣場合
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢有り｣
時刻歴データが｢有る｣場合

データベース内の地震動
の有無

2
1.｢有り｣の場合、以降入力の必要なし
2.｢無し｣の場合、以下入力が必要

3予測地震動の波形の有無

2

前面海域に増築可能
背後地に増築可能

備考.2

可

(gal)

距離減衰式に
よる予測諸元
注1)

前面海域からの施工可能

予測地震動の加速度の(絶対値)最大値を読み取る。

不可

1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

距離減衰式による基盤最
大加速度(参考値)

背後から重機進入可能

耐震診断に用いる

地震波の種類
注2) 2

300.00

1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

63.90

地震に関する情報：
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「有り」時刻歴データも「有る」場合

断層面への最短距離

中央防災会議等の公表値5弱

沿岸構造物のチャート式耐震診断システム入力シート:控え直杭式(2)

備考項目

3.00

津波に関する情報

値

項目

63.90

可

*)｢速度のPSI算定シート」が利用出来る。
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(1) 地震後の残留変位

2.20

-11.50

-1.80

1.80

19.00

0.15

無し

8.20

-8.90

-1.63

8.90

-1.09

-0.20

1.09

10.10

63.90

2.71 

0.02 

0.39 

0.08 

2.83 

3.01 

0.42 

1.00 

0.98 

1.01 

1.00 

0.79 

0.78 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

0.99 

1.74 

1.00 

1.00 

1.00 

0.76 

1.32 

0.91 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

0.91 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

2.2 (m) (参考) 212cm

0.1 (m) (参考) 8cm

(m)水際からの距離を考慮したもの

(参考) -

全塑性応力に至る。 　(参考)φmax/φp= 2.58

全塑性応力に至る。 　(参考)φmax/φp= 3.02

破断しない。 　(参考) Nmax/Nd= 0.42

補正係数
(控杭の曲

率比)

補正係数
(矢板の曲

率比)

(1H)・(2H)・(3H)・(4H)・(5H)

補正係数
(矢板

天端変位)

補正係数
(矢板

下端変位)

(1H)=L1/H

(2H)=L2/H

補正係数
(矢板

たわみ変
位)

(4H)=裏込石

(5H)=壁高

(m)

(m)

矢板の曲率比

残留鉛直変位

地震時最大値。
全塑性時曲率に対する割合。

矢板下端変位

タイロッドの力比

矢板天端変位

控杭の非液状化層への根入長：L2

速度のPSI値

-0.9～0.5が概ね適用範囲

液状化層の等価N値

0.3～2.0が概ね適用範囲

(cm/s1/2)

(m)

(2H)=L2/H

(1H)・(2H)・(3H)・(4H)・(5H)

(4H)=裏込石

(2H)=L2/H

(3H)=D1/H

(5H)=壁高

(5H)=壁高

(4H)=裏込石

(1H)=L1/H

(5H)=壁高

(2H)=L2/H

(4H)=裏込石

(3H)=D1/H

(1H)・(2H)・(3H)・(4H)・(5H)

(1H)・(2H)・(3H)・(4H)・(5H)

標準
タイプ

対象施設

地震時最大値。
全塑性時曲率に対する割合。

矢板のたわみ変位

出
力
項
目

補正係数
(タイロッ
ドの力比)

(1H)=L1/H

(1H)=L1/H

(3H)=D1/H

(2H)=L2/H

(5H)=壁高

控杭の健全性(地震時最大値で評価)

(1H)=L1/H

(3H)=D1/H

(m)

(m)

-
残留鉛直変位

ﾀｲﾛｯﾄﾞの健全性(地震時最大値で評価)

矢板の健全性(地震時最大値で評価)

(m)　矢板とﾀｲﾛｯﾄﾞの取付位置

(m)

(m)

0.10～0.25が概ね適用範囲

(1H)・(2H)・(3H)・(4H)・(5H)

控え下端標高 D.L.

(3H)=D1/H

(4H)=裏込石

:適用範囲外の値

(3H)=D1/H

最大はらみ出し量

(1H)=L1/H

(4H)=裏込石

(5H)=壁高

(1H)・(2H)・(3H)・(4H)・(5H)

(2H)=L2/H

地震時最大値。
破断強度に対する割合。

控杭の曲率比

(m)

矢板下端標高 D.L.

矢板天端標高 D.L.

入
力
項
目

裏込石の有無

海底面からの液状化層厚：D1

設計震度

ﾀｲﾛｯﾄﾞ取付位置 D.L.

L1/H

D1/H

L2/H

控え工距離

5≦等価N値≦25

-0.5～0.5が概ね適用範囲

矢板壁の非液状化層への根入長：L1

沿岸構造物のチャート式耐震診断システムによる検討結果:控え直杭式(1)

(m)　3.0m～15.0mが概ね適用範囲H：壁高

(m)

(m)

(m)
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(2) 液状化に対する検討結果

高い

(3) 余裕高さによる耐震性評価

4.20 

0.10 

3.00 

0.27 

0.20 

1.00 

0.63 

注1:余裕高さが負の場合は、天端高よりも津波高が高い。

x0 x'

top 2.20 0 -2.118006689

mid -4.65 0 -1.340663823

botttom -11.50 0 -0.521858672

※)正：陸側、負：海側

(m) (正の値=沈下)

⑦：余裕高さ

④：排水沈下量

⑥:護岸形状による津波高さの補正係数

⑤：地盤沈降量

②：沈下量(残留変位)

③：津波高さ

(m) (値は、D.L表示)

沿岸構造物のチャート式耐震診断システムによる検討結果:控え直杭式(2)

①：天端標高

液状化により変形が発生する可能性

地震後矢板形状

(m) ⑦=①-②-③×⑥-④-⑤

当面の間は、1.0

(m) (正の値=沈下)
過剰間隙水圧の消散に伴う沈下量

沿岸構造物のチャート式耐震診断システムによる検討結果:控え直杭式(2)

(m) (正の値=沈下)

(m) (値は、D.L表示)

裏込石

非液状化層

H(
壁
高
)

D
1

矢
板
壁
の

根
入
れ
長
：
L1

液状化対象層

L.W.L

H.W.L

液状化対象層

矢板壁～控え工間距離

控
え
工
の

根
入
れ
長
：
L
2

：変位量算出点
水際線からの距離

矢板天端標高D.L.

-14.00

-12.00

-10.00

-8.00

-6.00

-4.00

-2.00

0.00

2.00

4.00

-3.0 -1.0 1.0 3.0

X(m)

標
高

 D
.L

.(
m

)

現状 地震後

 

③津波高さ及び⑤地盤沈

降量を入力した場合は、

⑦に施設の津波に対する

余裕高さが示される。 

③津波高さ及び⑤地盤沈

降量が不明な場合、施設

の沈下量は、②沈下量及

び④排水沈下量から対象

施設の沈下量を算出し、

地震後の施設の沈下量の

評価を行う。 
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3.4. 控え組杭式矢板の計算事例 

3.4.1. 施設名称等の入力 

 施設名称等、付属図の有無および付属データの有無は耐震診断結果に直接関係しないが、

耐震診断の整理のため入力する。 

 

施設名称:

整理番号: 管理者:

施設延長: 建設時期:

付属図の有無:

付属データの有無:

FEMメッシュデータ

有り

○○港○○地区護岸（控え組杭式矢板）

有り

護岸（控え組杭式矢板）-1

80m

有り

1992年

断面図

柱状図

○○県

有り

無し

無し

施設位置図

ボーリング位置図

有り

地震動波形

液状化判定資料

 

図 3.23 施設名称等の入力 

 

(1) 施設名称 

 対象施設の名称を入力する。 

(2) 整理番号 

 対象施設および耐震診断結果を整理しやすいよう、番号等を入力する。 

(3) 管理者 

 対象施設の管理者名を入力する。 

(4) 施設延長 

 対象施設の施設延長を入力する。 

(5) 建設時期 

 対象施設の建設時期を入力する。 

(6) 付属図の有無および付属データの有無 

 プルダウンにより、付属図および付属データの有無を選択する。 
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3.4.2. 施設情報の入力 

 標準断面図及び土質調査結果により、施設情報の入力に必要な情報を整理して入力する。 

 

東経133 42分 8秒

北緯34 27分 30秒

T.P 3.37 (m)

D.L 5.10 (m)

H.H.W.L D.L 3.99 (m)

H.W.L D.L 3.27 (m)

L.W.L D.L 0.53 (m)

矢板天端標高 D.L 2.50 (m)

矢板下端標高 D.L -18.50 (m)

ﾀｲﾛｯﾄﾞ取付位置 D.L 2.00 (m)

控え工距離 18.50 (m)

矢板の種類 鋼管矢板

0.15 -

無し (m)

10.10 (m)

-5.30 (m)

-0.75 (m)

-0.75 (m)

15.15 (m)

-0.52 -

-0.07 -

-0.07 -

1.50 -

5.60 －

1000.00 (kN/m)

1000.00 (kN/m)

1.00 －

0.00 (m)

当面の間は、1.0を使用

非液状化層に根入れされている場合「＋」

0.10～0.25が概ね適用範囲
「設計震度算定シート」より求めた設計深度を入力

矢板とﾀｲﾛｯﾄﾞの取付位置。

-0.15～0.15が概ね適用範囲

L1/H:自動計算 -0.5～0.5が概ね適用範囲

値

引抜き杭の非液状化
層への根入れ長：L3

天端標高

押込み杭の非液状化
層への根入れ長：L2

非液状化層に根入れされている場合「＋」

設計震度

裏込石の有無

3.0m～15.0mが概ね適用範囲

「有り」、「無し」から選択

非液状化層に根入れされている場合「＋」

左記は、 年の による値。2011 実測

地震時の極限押込み抵抗力

液状化層の等価N値

矢板壁の非液状化層
への根入れ長：L1

H：壁高

海底面からの
液状化層厚：D1

L2/H:自動計算

L3/H:自動計算

備考

国土地理院のHP(2万5千分1地図)等から設定。
(数字だけ入力)

施設位置

0.3～2.0が概ね適用範囲

5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

-0.15～0.5が概ね適用範囲

地震時の極限引抜き抵抗力

護岸形状による津波
高さの補正係数

打設ピッチを考慮し、単位奥行き辺りの値を入力。液状化層の周面摩擦は考慮しない。

控
え
組
杭
式
矢
板
構
造

D1/H：自動計算

防潮施設の水際から
の距離

打設ピッチを考慮し、単位奥行き辺りの値を入力。液状化層の周面摩擦は考慮しない。

 

図 3.24 施設情報の入力 
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(1) 施設位置 

 予想地震動がない場合、断層からの距離補正に必要となるため、施設位置情報として、緯

度および経度を入力する。なお、施設の緯度・経度については国土地理院のホームページ（ウ

ォッ地図：http://watchizu.gsi.go.jp/）が参考となる。 

 予想地震動がある場合は、省略することができる。 

(2) 天端標高 

 対象施設の天端標高を入力する。（図 3.25：入力項目①）なお、TP は DL との関係がある

場合に入力する。 

また、天端標高が「施工図面」による値か「実測」による値かを入力する。 

(3) 潮位 

 対象施設の潮位を入力する。（図 3.25：入力項目②） 

(4) 矢板天端標高、矢板下端標高、タイロッド取付位置、控え工距離、矢板の種類、設計震

度、裏込石の有無、壁高、矢板壁の非液状化層への根入長、押込み杭の非液状化層へ

の根入長、引抜き杭の非液状化層への根入長、海底面からの液状化層厚、地震時の極

限押込み抵抗力、地震時の極限引抜き抵抗力 

矢板天端標高、矢板下端標高、タイロッド取付位置、控え工距離、矢板の種類、設計震度、

裏込石の有無、壁高、矢板壁の非液状化層への根入長、押込み杭の非液状化層への根入長、

引抜き杭の非液状化層への根入長、海底面からの液状化層厚、地震時の極限押込み抵抗力、

地震時の極限引抜き抵抗力を入力する。（図 3.25：入力項目③～⑭） 
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 標準断面図、土質調査結果より、天端標高、潮位、矢板天端標高、矢板下端標高、タイロ

ッド取付位置、控え工距離、矢板の種類、設計震度、裏込石の有無、壁高、矢板壁の非液状

化層への根入長、押込み杭の非液状化層への根入長、引抜き杭の非液状化層への根入長、海

底面からの液状化層厚、地震時の極限押込み抵抗力、地震時の極限引抜き抵抗力を設定した。

（図 3.25：入力項目①～⑯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.25 標準断面図 

入力項目① 

天端標高：+5.10m 

入力項目③ 

矢板天端標高：+2.50m 

（スケールアップにより算出）

入力項目④ 

矢板下端標高：-18.50m

入力項目⑤ 

タイロッド取付位置：+2.00m 

（スケールアップにより算出）

入力項目⑥ 

控え工距離：18.50m 

（スケールアップにより算出）

入力項目⑩ 

壁高：10.10m 

入力項目⑦ 

矢板の種類：鋼管矢板

入力項目⑧ 

設計震度：対象施設が昭和 40 年代頃に

設置されたと考えられるため、当時の設

計震度である kh=0.15 を採用 

入力項目⑨ 

裏込石の有無：図面より裏込石の存在は

確認できないため「無し」とした。 

入力項目⑪ 

矢板の非液状化層への根入長：-5.30m 

土質柱状図より設定した。 

入力項目⑫ 

押込み杭の非液状化層への根入れ長：-0.75m

土質柱状図より設定した。 

入力項目⑬ 

引抜き杭の非液状化層への根入れ長：-0.75m

土質柱状図より設定した。 

入力項目⑮、⑯ 

地震時の極限押込み・引抜き抵抗力は、変

形量算定に影響しないため、仮の値（1000）

を入力する。 

入力項目⑭ 

海底面からの液状化層厚：15.15m 

土質柱状図より設定した。 

入力項目② 

潮位：+3.27m 
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(5) 液状化層の等価 N 値 

 耐震診断に必要な地盤条件として、液状化層の等価 N値を算定する。 

 この結果、液状化層の等価 N 値は 5.6 と算定された。（図 3.26） 

 

5.60 － 5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値液状化層の等価N値
 

 

（等価 N値の算定） 

控え組杭式矢板のチャート式耐震診断システムは、液状化層の等価 N 値を指定すること

が可能である。補助システムである等価 N 値算定シートを用いて液状化層の等価 N 値を算

定した。 

 等価 N 値算定シートでは、液状化層が複数ある場合は層厚による加重平均により等価 N

値を評価するシートとなっている。 

 
 


 


i

ii

H

HN
N 65

65  

N65：耐震診断に用いる等価 N値 

N65i：i 層の等価 N値 

Hi：i 層の層厚(m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤条件の適用範囲 
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対象施設名
ボーリング名
ボーリング位置
調査年月日
構造形式
孔口標高 D.L(T.P) 5.10 m
地下水位 D.L(T.P) 1.87 m

5.6 液状化対象層A(背後地盤、海底地盤の液状化対象層)
-  

湿潤重量 飽和重量 各土層の

γt γsat 平均等価N値

上端 下端 (kN/m
3
) (kN/m

3
) N65

砂質土 非液状化対象層 4.85 1.87 18.0 20.0 22.7
砂質土 液状化対象層A 1.87 -10.70 18.0 20.0 4.5
粘性土 非液状化対象層 -10.70 -11.70 14.0 14.0 0.0
砂質土 液状化対象層A -11.70 -14.75 18.0 20.0 8.1
粘性土 非液状化対象層 -14.75 -17.40 14.0 14.0 4.4
砂質土 液状化対象層A -17.40 -23.80 18.0 20.0 6.6

 

 

土層中心の
深度または
測定深度

平均N値
または
実測N値

等価N値

G.L (m) N N65
0.70 25.0 34.0

1.30 23.0 29.4

2.32 3.6 4.7

3.30 16.0 16.9

4.32 6.4 6.4

5.30 7.0 6.6

6.30 8.0 7.1

7.30 10.0 8.4

8.30 7.0 5.4

9.30 5.0 3.4

10.33 1.7 0.5

11.30 3.0 1.3

12.24 1.3 0.0

13.30 3.0 1.0

14.33 2.6 0.5

15.33 3.4 0.9

16.25 1.2 0.0

17.31 5.8 2.3

18.30 12.0 6.1

19.30 28.0 15.9

20.30 14.0 6.9

21.30 11.0 4.9

22.24 5.3 1.4

23.30 6.0 1.7

24.30 3.0 0.0

25.30 13.0 5.3

26.30 22.0 10.1

27.30 27.0 12.5

28.30 23.0 10.0

 

 

チャート式耐震診断補助シート:等価N値の算定
○○港○○地区護岸（控え組杭式矢板）

矢板式

平均等価N値

No.1
護岸直背後
1987年11月23日

土層

標高

D.L(T.P) (m)

(注意事項.1)
　同一土層であっても、地下水位の上
下で土層は分けて下さい。

(注意事項.2)
　ボーリング調査時の土層構成で等価
N値を算定して下さい。

(注意事項.3)
　孔口標高は必ず入力して下さい。

1) チャート式耐震診断補助シート－等価 N 値の算定－ 

チャート式耐震診断補助シートを用いて、液状化対象層の平均等価 N値を算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.26 等価 N値の算定 

プルダウンにより、構造形式を選択

プルダウンにより、土層区分を選択 

なお、同一土層区分であっても地下

水位の上下で土層分けを行う。 

プルダウンにより、液状化対象層を区分 

埋立土の液状化対象層⇒液状化対象層 A 

置換砂の液状化対象層⇒液状化対象層 B 

粘性土など液状化を考慮しない層⇒非液状化対象層 

入力項目② 

入力項目③ 

試験値から単位体積重量

が解る場合は、その値を

入力する。不明な場合は、

一般的な単位体積重量を

入力する。 

 

※一般的な単位体積重量 

砂質土： 

湿潤重量 18kN/㎥ 

飽和重量 20kN/㎥ 

粘性土： 

湿潤重量 14kN/㎥ 

飽和重量 14kN/㎥ 

入力項目① 
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技術者判断によるが、シルト層で砂分が多い層は全て液状化対象層としている。 

  液状化対象層の間に薄層の非液状化対象層が含まれる場合は、液状化対象層としている。 

 

 

 

地下水位 

液状化対象層 

液状化対象層 

非液状化対象層 

液状化対象層 

5.10m-3.23m=1.87m 

矢板の残留水位=(3.27-0.53)*2/3+0.53=2.36m 

大きく逸脱した違いとなっていない。 

入力項目② 

＜土層中心の深度または測定深度＞ 

1 箇所目：(0.55+0.85)/2=0.7m 

2 箇所目：(1.15+1.45)/2=1.30m 

3 箇所目：(2.15+2.48)/2=2.315m ⇒ 2.32m 

以下、同様の算出方法 

↑以降に示す、等価 N値算定補助シートに入力する

 

入力項目① 

地表面標高を+5.10m 

とした場合の標高 

↑以降に示す、等価 N

値算定補助シートに入

力する 

水位面 

5.10-3.23=1.87m 

 

砂質土層下端・粘性

土層上端標高 

5.10-15.80=-10.7m 

粘性土層下端・砂質

土層上端標高 

5.10-16.80=-11.7m 

砂質土層下端・粘性土

層上端標高 

5.10-19.85=-14.75m 

粘性土層下端・砂質

土層上端標高 

5.10-22.5=-17.4m 

砂質土層下端標高 

5.10-28.9=-23.8m 

入力項目③ 

以降に示す、等価 N

値算定補助シート

に N値を入力する 

 

非液状化対象層 
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(6) 地震・津波に関する情報 

1) 地震情報の入力 

 対象自身のシナリオおよび予測震度を入力する。入力に当たっては、中央防災会議・各地

方自治体で定める地域防災計画などを参考にする。 

－

対象地震のシナリオ

予測気象庁震度 5弱 中央防災会議等の公表値

SPGA50%非超過波

 

 

 

 

2) 津波に関する情報 

 当該地点において津波高さが設定されている場合は、その値を入力する。これは「余裕高

さによる耐震性評価」の検討に必要な値であるが、検討不要の場合は省略しても良い。

T.P (m)

D.L (m)

地殻隆起あるいは沈降量 (m) 隆起=正の値、沈降=負の値

津波高さ

-0.2

中央防災会議等の公表値
1.27

3.00

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プルダウンにより、予測気象庁震度を選択
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3) 地震に関する情報 

 チャート式耐震診断補助シートを用いて、速度の PSI 値を算定する。 

 

波形データのフォルダ D:\波形
波形データの名称 50.ACC
波形の種類 1 1:加速度、2:速度
データ補正 1 1:倍率、2:最大値
倍率の場合 1 この倍率を元データに
最大値の場合 この値を絶対値最大に
データ間隔(S) 0.01
データ読み飛ばし行数 5 何行無視するか
1行のデータ数 8
1データの文字数 10
データの貼付 1 1:貼付、2:残さない

データの個数（個） 32768

速度のPSI値(cm/s1/2) 63.90

PSI値の計算

 

図 3.27 施設情報の入力(SPGA50%非超過波) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.30 波形データファイル(例) 

入力欄 

計算結果 

データ読み飛ばし行数：5 行 

波形データ 

データ間隔(s)：0.01s 

1 行のデータ個数：８個 

1 データの文字数：１０個（空

欄・符号・小数点含む） 
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－

T.P (m)

D.L (m)

地殻隆起あるいは沈降量 (m) 隆起=正の値、沈降=負の値

機関
港湾
地区
地震動
方向

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ -6 8.70 －

断層面距離 -6 102.47 (km)

(cm/s
1/2

)

(cm/s
1/2

)
注1) :中央防災会議で用いられている断層モデルを用いる場合は、以下の数字を入力。

-1=東海地震、-2=東南海地震、-3=南海地震、-4=東海+東南海地震
-5=東南海+南海地震、-6=東海+東南海+南海地震
上記の数字を入力するとマグニチュードが自動で与えられ、かつ施設の位置情報(緯度経度)
を入力していれば、自動で断層面距離を算定する。
各自で設定する場合は、マグニチュード、断層面距離をそれぞれ入力する。

注2) 2の海溝型を選んだ場合には、下記の3つの地震波のうち最も大きい変形量を算定。
海溝型地震波の3波は、以下の特性がある。
海南波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的軟らかい地点の波形(工学的基盤上)
撫養港波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的固い地点の波形(工学的基盤上)
東京波：対象地震は、｢南関東地震」で、地盤が比較的柔らかい地点の波形(工学的基盤上)

注3) 地震動の評価方法として精度が高い順番に①予測地震動から求めた速度のPSI,②予測地震動による
基盤最大加速度,③距離減衰式による基盤最大加速度

-0.2

予測地震動の速度のPSI

地震に関する情報：
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「有り」時刻歴データも「有る」場合

断層面への最短距離

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(中央防災会議)

地震に関する情報：
1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「無い」場合

データベース内の地震動
の有無

備考

中央防災会議等の公表値予測気象庁震度

津波に関する情報

対象地震のシナリオ

項目 値

5弱

63.90 *)｢速度のPSI算定シート」が利用出来る。

SPGA50%非超過波

300.00

1.27

地震に関する情報：
2.サイト特性を考慮して合成した予測地震動は「有る」が時刻歴データが「無い」場合

予測地震動が有りの場合
の基盤最大加速度

1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

耐震診断に用いる

地震波の種類
注2)

予測地震動の加速度の(絶対値)最大値を読み取る。

(gal)

耐震診断に用いる

地震波の種類
注2)

1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

3

距離減衰式に
よる予測諸元
注1)

｢港湾の施設の技術上の基準・同解説」(平成
11年4月)の補正最大加速度

(gal)

津波高さ

予測地震動の波形の有無

1.｢有り｣の場合、以降入力の必要なし
2.｢無し｣の場合、以下入力が必要

3

中央防災会議等の公表値
3.00

2

1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢無い｣
場合
2.サイト特性を考慮して合成した予想地震動は｢有る｣
が時刻歴データが｢無い｣場合
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢有り｣
時刻歴データが｢有る｣場合

地震に関する情報

距離減衰式による基盤最
大加速度(参考値)

356.56

2

地震動評価
耐震診断に用いる速度のPSI 入力項目より、自動計算63.90

検討対象港
湾・海岸名お
よび地震動の
選択

プルダウンによる選択

 

図 3.28 地震・津波に関する情報の入力(SPGA50%非超過波) 

 

 

 
地震動がデータベース化されてい

る場合は、プルダウンにより選択。 
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【参考】 

 地震に関する情報で下記の入力をする場合は、P17～P19 を参照する。 

＜予測地震動の波形の有無で 1を選択する場合＞ 

＜予測地震動の波形の有無で 2を選択する場合＞ 

＜地震動がデータベース化されている場合＞ 

 

(7) 対策工の制約条件 

 対策工の制約条件や、耐震診断結果に関係しないが、対策工を実施する際の参考となるよ

うに事前に整理入力する。 

 

注1) ：上記の記入内容は、耐震診断には直接関係ない項目であるが、

  対策工が必要となった場合に、対策工の立案に必要な項目である。

掘削が可能

周辺環境
(例：民家に隣接する。)

備考.1

不明

コメント

不明

不可

可

前面海域に増築可能

背後地に増築可能

備考.2

前面海域からの施工可能

背後から重機進入可能

項目

可

 

図 3.29 対策工の制約条件の入力 
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:入力項目

施設名称:

整理番号: 管理者:

施設延長: 建設時期:

付属図の有無:

付属データの有無:

(1) 施設情報

施設分類: 傾斜型(堤防タイプ)

東経133 42分 8秒

北緯34 27分 30秒

T.P 3.37 (m)

D.L 5.10 (m)

H.H.W.L D.L 3.99 (m)

H.W.L D.L 3.27 (m)

L.W.L D.L 0.53 (m)

矢板天端標高 D.L 2.50 (m)

矢板下端標高 D.L -18.50 (m)

ﾀｲﾛｯﾄﾞ取付位置 D.L 2.00 (m)

控え工距離 18.50 (m)

矢板の種類 鋼管矢板

0.15 -

無し (m)

10.10 (m)

-5.30 (m)

-0.75 (m)

-0.75 (m)

15.15 (m)

-0.52 -

-0.07 -

-0.07 -

1.50 -

5.60 －

1000.00 (kN/m)

1000.00 (kN/m)

1.00 －

0.00 (m)

当面の間は、1.0を使用

非液状化層に根入れされている場合「＋」

0.10～0.25が概ね適用範囲
「設計震度算定シート」より求めた設計深度を入力

矢板とﾀｲﾛｯﾄﾞの取付位置。

非液状化層に根入れされている場合「＋」

3.0m～15.0mが概ね適用範囲

-0.15～0.15が概ね適用範囲

L1/H:自動計算 -0.5～0.5が概ね適用範囲

値

有り

引抜き杭の非液状化
層への根入れ長：L3

天端標高

押込み杭の非液状化
層への根入れ長：L2

設計震度

裏込石の有無

柱状図

施設位置図

「有り」、「無し」から選択

非液状化層に根入れされている場合「＋」

○○港○○地区護岸（控え組杭式矢板）

有り

護岸（控え組杭式矢板）-1

80m

有り

1992年

断面図

FEMメッシュデータ

○○県

有り

無し

左記は、

無し

年の による値。2011 実測

地震時の極限押込み抵抗力

液状化層の等価N値

矢板壁の非液状化層
への根入れ長：L1

H：壁高

海底面からの
液状化層厚：D1

L2/H:自動計算

L3/H:自動計算 -0.15～0.5が概ね適用範囲

有り

地震動波形

液状化判定資料

ボーリング位置図

備考

国土地理院のHP(2万5千分1地図)等から設定。
(数字だけ入力)

施設位置

打設ピッチを考慮し、単位奥行き辺りの値を入力。液状化層の周面摩擦は考慮しない。

0.3～2.0が概ね適用範囲

5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

護岸形状による津波
高さの補正係数

控
え
組
杭
式
矢
板
構
造

D1/H：自動計算

防潮施設の水際から
の距離

地震時の極限引抜き抵抗力

打設ピッチを考慮し、単位奥行き辺りの値を入力。液状化層の周面摩擦は考慮しない。

沿岸構造物のチャート式耐震診断システム入力シート:控え組杭式(1)

裏込石

非液状化層

H
(
壁
高
)

D
1

矢
板
壁
の

根
入
れ
長
：
L1

液状化対象層

L.W.L

H.W.L

液状化対象層

矢板壁～控え工間距離
：変位量算出点

水際線からの距離

矢板天端標高D.L.

3.4.3. チャート式耐震診断システム検討結果 

 



 

66 

 

:入力項目

(2) 地震・津波に関する情報

－

T.P (m)

D.L (m)

地殻隆起あるいは沈降量 (m) 隆起=正の値、沈降=負の値

機関
港湾
地区
地震動
方向

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ -6 8.70 －

断層面距離 -6 102.47 (km)

(cm/s
1/2

)

(cm/s1/2)
注1) :中央防災会議で用いられている断層モデルを用いる場合は、以下の数字を入力。

-1=東海地震、-2=東南海地震、-3=南海地震、-4=東海+東南海地震
-5=東南海+南海地震、-6=東海+東南海+南海地震
上記の数字を入力するとマグニチュードが自動で与えられ、かつ施設の位置情報(緯度経度)
を入力していれば、自動で断層面距離を算定する。
各自で設定する場合は、マグニチュード、断層面距離をそれぞれ入力する。

注2) 2の海溝型を選んだ場合には、下記の3つの地震波のうち最も大きい変形量を算定。
海溝型地震波の3波は、以下の特性がある。
海南波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的軟らかい地点の波形(工学的基盤上)
撫養港波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的固い地点の波形(工学的基盤上)
東京波：対象地震は、｢南関東地震」で、地盤が比較的柔らかい地点の波形(工学的基盤上)

注3) 地震動の評価方法として精度が高い順番に①予測地震動から求めた速度のPSI,②予測地震動による
基盤最大加速度,③距離減衰式による基盤最大加速度

(3) 対策工法の制約条件

注1) ：上記の記入内容は、耐震診断には直接関係ない項目であるが、

  対策工が必要となった場合に、対策工の立案に必要な項目である。

-0.2

予測地震動の速度のPSI

地震に関する情報：
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「有り」時刻歴データも「有る」場合

断層面への最短距離

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(中央防災会議)

地震に関する情報：
1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「無い」場合

データベース内の地震動
の有無

備考

中央防災会議等の公表値予測気象庁震度

津波に関する情報

対象地震のシナリオ

項目 値

5弱

63.90 *)｢速度のPSI算定シート」が利用出来る。

SPGA50%非超過波

300.00

1.27

地震に関する情報：
2.サイト特性を考慮して合成した予測地震動は「有る」が時刻歴データが「無い」場合

予測地震動が有りの場合
の基盤最大加速度

1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

耐震診断に用いる

地震波の種類
注2)

予測地震動の加速度の(絶対値)最大値を読み取る。

(gal)

耐震診断に用いる

地震波の種類注2)

1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

3

距離減衰式に
よる予測諸元
注1)

｢港湾の施設の技術上の基準・同解説」(平成
11年4月)の補正最大加速度

(gal)

津波高さ

予測地震動の波形の有無

1.｢有り｣の場合、以降入力の必要なし
2.｢無し｣の場合、以下入力が必要

3

中央防災会議等の公表値
3.00

2

1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢無い｣
場合
2.サイト特性を考慮して合成した予想地震動は｢有る｣
が時刻歴データが｢無い｣場合
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢有り｣
時刻歴データが｢有る｣場合

地震に関する情報

距離減衰式による基盤最
大加速度(参考値)

356.56

2

地震動評価
耐震診断に用いる速度のPSI

不明

入力項目より、自動計算63.90

コメント

可

背後地に増築可能 不明

前面海域からの施工可能

前面海域に増築可能

可

背後から重機進入可能

項目

不可

備考.2

周辺環境
(例：民家に隣接する。)

掘削が可能

備考.1

沿岸構造物のチャート式耐震診断システム入力シート:控え組杭式(2)

検討対象港
湾・海岸名お
よび地震動の
選択

プルダウンによる選択
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(1) 地震後の残留変位
力
項

2.50

-18.50

2.00

18.50

0.15

無し

10.10

-5.30

15.15

-0.52

-0.07

-0.07

1.50

5.60

63.90

1.02 

2.24 

0.39 

0.09 

55.71 

21.24 

15.08 

0.66 

1.00 

2.31 

1.00 

1.00 

0.67 

1.54 

1.00 

0.72 

1.00 

1.00 

0.90 

0.64 

1.83 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.83 

1.00 

0.85 

1.00 

1.00 

1.00 

0.85 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

1.00 

0.95 

1.00 

1.00 

1.00 

0.95 

2.6 (m) (参考) 258cm

0.1 (m) (参考) 9cm

(m)水際からの距離を考慮したもの

(参考) -

全塑性応力に至
る。 　(参考)φmax/φp= 47.13
全塑性応力に至
る。 　(参考)φmax/φp= 21.24
全塑性応力に至
る。 　(参考)φmax/φp= 15.08

破断しない。 　(参考) Nmax/Ny= 0.63

極限支持力以下。 　(参考) Nmax/Ra= 0.91

極限引抜力以下。 　(参考) Nmax/Ru= 0.87

(2H)=L2/H,L3/H

(1H)=L1/H

(m)

押込杭の曲率比
地震時最大値。
全塑性時曲率に対する割合。

残留鉛直変位 (m)

矢板の曲率比

ﾀｲﾛｯﾄﾞの健全性(地震時最大値で評価)

-

矢板の健全性(地震時最大値で評価)

(2H)=L2/H,L3/H

(1H)=L1/H

押込杭の健全性(地震時最大値で評価)

最大はらみ出し量

(3H)=D1/H

:適用範囲外の値

補正係数
(矢板

天端変位)

海底面からの液状化層厚：D1

設計震度

矢板下端標高 D.L.

沿岸構造物のチャート式耐震診断システムによる検討結果:控え組杭式(1)

0.10～0.25が概ね適用範囲

控え工距離

矢板天端標高 D.L.

(3H)=D1/H

地震時最大値。
全塑性時曲率に対する割合。

地震時最大値。
破断強度に対する割合。

(3H)=D1/H

(1H)・(2H)・(3H)・(4H)・(5H)

(4H)=裏込石

(5H)=壁高

地震時最大値。
全塑性時曲率に対する割合。

(2H)=L2/H,L3/H

(2H)=L2/H,L3/H

(5H)=壁高

(1H)・(2H)・(3H)・(4H)・(5H)

(5H)=壁高

(4H)=裏込石

(4H)=裏込石

(1H)・(2H)・(3H)・(4H)・(5H)

(4H)=裏込石

(2H)=L2/H,L3/H

(5H)=壁高

(1H)=L1/H

(4H)=裏込石

(1H)・(2H)・(3H)・(4H)・(5H)

(5H)=壁高

(3H)=D1/H

(1H)=L1/H

対象施設

残留鉛直変位

(4H)=裏込石

(2H)=L2/H,L3/H

(2H)=L2/H,L3/H

(3H)=D1/H

(4H)=裏込石

出
力
項
目

引抜杭の健全性(地震時最大値で評価)

押込杭の健全性(地震時最大値で評価)：支持力

引抜杭の健全性(地震時最大値で評価)：支持力

(3H)=D1/H

補正係数
(矢板

たわみ変
位)

(1H)=L1/H

(5H)=壁高

(1H)・(2H)・(3H)・(4H)・(5H)

(5H)=壁高

補正係数
(矢板の曲

率比)

補正係数
(矢板

下端変位)

補正係数
(引抜杭の
曲率比)

(1H)・(2H)・(3H)・(4H)・(5H)

補正係数
(押込杭の
曲率比)

(1H)=L1/H

補正係数
(タイロッ
ドの力比)

(1H)・(2H)・(3H)・(4H)・(5H)

(3H)=D1/H

(1H)=L1/H

矢板壁の非液状化層への根入長：L1

裏込石の有無

タイロッドの力比

矢板天端変位

ﾀｲﾛｯﾄﾞ取付位置 D.L.

D1/H

液状化層の等価N値

矢板下端変位

L3/H

-0.15～0.15が概ね適用範囲

(m)　矢板とﾀｲﾛｯﾄﾞの取付位置

5≦等価N値≦25

(m)

(m)

-0.15～0.5が概ね適用範囲

(m)　3.0m～15.0mが概ね適用範囲

(m)

0.3～2.0が概ね適用範囲

(m)

標準
タイプ

引抜杭の曲率比

速度のPSI値 (cm/s1/2)

L1/H

(m)

矢板のたわみ変位

L2/H

-0.5～0.5が概ね適用範囲

(m)

(m)

H：壁高
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(2) 液状化に対する検討結果

高い

(3) 余裕高さによる耐震性評価

5.10 

0.10 

3.00 

0.16 

0.20 

1.00 

1.64 

注1:余裕高さが負の場合は、天端高よりも津波高が高い。

y x0 x'

top 2.50 0 -1.57561

mid -8 0 -2.58377

bottom -18.50 0 -0.70377

※)正：陸側、負：海側

(m) (値は、D.L表示)

②：沈下量(残留変位) (m) (正の値=沈下)

(m) (値は、D.L表示)

③：津波高さ

⑦：余裕高さ

④：排水沈下量
(m) (正の値=沈下)
過剰間隙水圧の消散に伴う沈下量

⑥:護岸形状による津波高さの補正係数

(m) (正の値=沈下)

(m) ⑦=①-②-③×⑥-④-⑤

⑤：地盤沈降量

当面の間は、1.0

①：天端標高

液状化により変形が発生する可能性

沿岸構造物のチャート式耐震診断システムによる検討結果:控え組杭式(2)

沿岸構造物のチャート式耐震診断システムによる検討結果:控え組杭式(2)

地震後矢板形状

裏込石

非液状化層

H
(
壁
高
)

D
1

矢
板
壁
の

根
入
れ
長
：
L
1

液状化対象層

L.W.L

H.W.L

液状化対象層

矢板壁～控え工間距離
：変位量算出点

水際線からの距離

矢板天端標高D.L.

-20.00

-15.00

-10.00

-5.00

0.00

5.00

-3.0 -1.0 1.0 3.0

X(m)

標
高

 D
.L

.(
m

)

現状 地震後

 

③津波高さ及び⑤地盤沈

降量を入力した場合は、

⑦に施設の津波に対する

余裕高さが示される。 

③津波高さ及び⑤地盤沈

降量が不明な場合、施設

の沈下量は、②沈下量及

び④排水沈下量から対象

施設の沈下量を算出し、

地震後の施設の沈下量の

評価を行う。 
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3.5. 自立式矢板の計算事例 

3.5.1. 施設名称等の入力 

 施設名称等、付属図の有無および付属データの有無は耐震診断結果に直接関係しないが、

耐震診断の整理のため入力する。 

 

施設名称:

整理番号: 管理者:

施設延長: 建設時期:

付属図の有無:

付属データの有無:

護岸（自立式矢板）-3 ○○県

1995年

施設位置図

ボーリング位置図

地震動波形

200m

有り

有り

断面図

柱状図

液状化判定資料

○○港○○地区護岸（自立式矢板）

FEMメッシュデータ 無し

有り

有り

有り

無し

 

図 3.30 施設名称等の入力 

 

(1) 施設名称 

 対象施設の名称を入力する。 

(2) 整理番号 

 対象施設および耐震診断結果を整理しやすいよう、番号等を入力する。 

(3) 管理者 

 対象施設の管理者名を入力する。 

(4) 施設延長 

 対象施設の施設延長を入力する。 

(5) 建設時期 

 対象施設の建設時期を入力する。 

(6) 付属図の有無および付属データの有無 

 プルダウンにより、付属図および付属データの有無を選択する。 
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3.5.2. 施設情報の入力 

 標準断面図及び土質調査結果により、施設情報の入力に必要な情報を整理して入力する。 

 

東経133 45分 37秒

北緯34 27分 21秒

T.P 5.47 (m)

D.L 7.20 (m)

H.H.W.L D.L 3.99 (m)

H.W.L D.L 3.27 (m)

L.W.L D.L 0.53 (m)

矢板天端標高 D.L 5.20 (m)

矢板下端標高 D.L -3.30 (m)

矢板の種類 鋼矢板

0.15 (m)

無し (m)

4.90 －

0.20 (m)

3.45 (m)

0.04 -

0.70 -

10.80 －

1.00 －

0.00 (m)

天端標高

矢板壁の非液状化層
への根入れ長：L

L/H:自動計算

設計震度

施設位置

D1/H：自動計算

液状化層の等価N値

非液状化層に根入れされている場合「＋」

備考

H：壁高

2009

値

国土地理院のHP(2万5千分1地図)等から設定。
(数字だけ入力)

による値。左記は、 実測年の

自
立
矢
板
式

防潮施設の水際から
の距離

0.10～0.25が概ね適用範囲
「設計震度算定シート」より求めた設計深度を入力

3.0m～7.5mが概ね適用範囲

-0.4～2.0が概ね適用範囲

護岸形状による津波
高さの補正係数

5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

当面の間は、1.0を使用

海底面からの
液状化層厚：D1

裏込石の有無 「有り」、「無し」から選択

0.00～3.00が概ね適用範囲

 

図 3.31 施設情報の入力 

 

(1) 施設位置 

 予想地震動がない場合、断層からの距離補正に必要となるため、施設位置情報として、緯

度および経度を入力する。なお、施設の緯度・経度については国土地理院のホームページ（ウ

ォッ地図：http://watchizu.gsi.go.jp/）が参考となる。 

 予想地震動がある場合は、省略することができる。 
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(2) 天端標高 

 対象施設の天端標高を入力する。（図 3.32：入力項目①）なお、TP は DL との関係がある

場合に入力する。 

また、天端標高が「施工図面」による値か「実測」による値かを入力する。 

(3) 潮位 

 対象施設の潮位を入力する。（図 3.32：入力項目②） 

(4) 矢板天端標高、矢板下端標高、矢板の種類、設計震度、裏込石の有無、壁高、矢板の非

液状化層への根入長、海底面からの液状化層厚 

矢板天端標高、矢板下端標高、矢板の種類、設計震度、裏込石の有無、壁高、矢板の非液

状化層への根入長、海底面からの液状化層厚を設定する。（図 3.32：入力項目③～⑩） 
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 標準断面図、土質調査結果より、天端標高、潮位、矢板天端標高、矢板下端標高、矢板の

種類、設計震度、裏込石の有無、壁高、矢板の非液状化層への根入長、海底面からの液状化

層厚を設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※）▽+0.6m は港湾の施設の技術上の基準・同解説(P1111)等に示されている仮想地表面高 

さとして算出している。 

 

図 3.32 標準断面図 

 

 

 

 

H 鋼は評価しない。 
▽+0.6m※) 

入力項目① 

天端標高：+7.20m
入力項目③ 

矢板天端標高：+5.20m 

（スケールアップにより算出） 

入力項目④ 

矢板下端標高：-3.30m 

入力項目⑧ 

壁高：4.90m 

入力項目⑥ 

設計震度：対象施設が昭和 40 年代頃に

設置されたと考えられるため、当時の設

計震度である kh=0.15 を採用 

入力項目⑦ 

裏込石の有無：図面より裏込石の存在は

確認できないため「無し」とした。 

入力項目⑨ 

矢板の非液状化層への根入れ長：0.20m 

土質柱状図より設定した。 

入力項目⑤ 

矢板の種類：鋼矢板

海底面：-0.80m 

（スケールアップにより算出） 

入力項目⑩ 

海底面からの液状化層厚：3.45m 

土質柱状図より設定した。 

入力項目② 

潮位：+3.27m 



 

73 

 

(5) 液状化層の等価 N 値 

 耐震診断に必要な地盤条件として、液状化層の等価 N値を算定する。 

 この結果、液状化層の等価 N値は 10.8 と算定された。（図 3.33） 

 

10.80 － 5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値液状化層の等価N値  

 

（等価 N値の算定） 

自立式矢板のチャート式耐震診断システムは、液状化層の等価 N 値を指定することが可

能である。補助システムである等価 N 値算定シートを用いて液状化層の等価 N 値を算定し

た。 

 等価 N 値算定シートでは、液状化層が複数ある場合は層厚による加重平均により等価 N

値を評価するシートとなっている。 

 
 


 


i

ii

H

HN
N 65

65  

N65：耐震診断に用いる等価 N値 

N65i：i 層の等価 N値 

Hi：i 層の層厚(m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤条件の適用範囲
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1) チャート式耐震診断補助シート－等価 N 値の算定－ 

 チャート式耐震診断補助シートを用いて、液状化対象層の平均等価 N値を算定する。 

対象施設名
ボーリング名
ボーリング位置
調査年月日
構造形式
孔口標高 D.L(T.P) 0.50 m
地下水位 D.L(T.P) 0.50 m

10.8 液状化対象層A(背後地盤、海底地盤の液状化対象層)
-  

湿潤重量 飽和重量 各土層の

γt γsat 平均等価N値

上端 下端 (kN/m3) (kN/m3) N65
砂質土 液状化対象層A 0.50 -1.60 18.0 20.0 10.2
砂質土 液状化対象層A -1.60 -2.40 18.0 20.0 19.1
砂質土 液状化対象層A -2.40 -3.10 18.0 20.0 3.0
粘性土 非液状化対象層 -3.10 -12.20 14.0 14.0 1.6
粘性土 非液状化対象層 -12.20 -13.00 14.0 14.0 16.2
砂質土 液状化対象層A -13.00 -14.15 18.0 20.0  

 

 

土層中心の
深度または
測定深度

平均N値
または
実測N値

等価N値

G.L (m) N N65
1.30 7.0 10.2

2.30 15.0 19.1

3.30 2.0 3.0

4.30 2.0 2.8

6.00 0.0 0.4

13.30 17.0 16.2

 

 

 

チャート式耐震診断補助シート:等価N値の算定
○○港○○地区護岸（自立式矢板）

矢板式

平均等価N値

No.5
護岸直背後
1990年1月17日

土層

標高

D.L(T.P) (m)

(注意事項.1)
　同一土層であっても、地下水位の上
下で土層は分けて下さい。

(注意事項.2)
　ボーリング調査時の土層構成で等価
N値を算定して下さい。

(注意事項.3)
　孔口標高は必ず入力して下さい。

 

 

 

 

 

 

 

図 3.33 等価 N値の算定 

プルダウンにより、構造形式を選択

プルダウンにより、土層区分を選択 

なお、同一土層区分であっても地下

水位の上下で土層分けを行う。 

プルダウンにより、液状化対象層を区分 

埋立土の液状化対象層⇒液状化対象層 A 

置換砂の液状化対象層⇒液状化対象層 B 

粘性土など液状化を考慮しない層⇒非液状化対象層 

入力項目② 

入力項目③ 

試験値から単位体積重量

が解る場合は、その値を

入力する。不明な場合は、

一般的な単位体積重量を

入力する。 

 

※一般的な単位体積重量 

砂質土： 

湿潤重量 18kN/㎥ 

飽和重量 20kN/㎥ 

粘性土： 

湿潤重量 14kN/㎥ 

飽和重量 14kN/㎥ 

入力項目① 
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技術者判断によるが、シルト層で砂分が多い層は全て液状化対象層としている。 
液状化対象層の間に薄層の非液状化対象層が含まれる場合は、液状化対象層としている。 

 

地下水位 

液状化対象層 

非液状化対象層 

液状化対象層 

入力項目① 

標高 

↑以降に示す、等価 N

値算定補助シートに入

力する 

砂質土層下端・砂質

土層上端標高 

-1.60m 

砂質土層下端・粘性

土層上端標高 

-3.10m 

砂質土層下端・砂質

土層上端標高 

-2.40m 

粘性土層下端・粘性

土層上端標高 

-12.20m 

粘性土層下端・砂質

土層上端標高 

-13.00m 

砂質土層下端標高 

-14.15m 

入力項目② 

＜土層中心の深度または測定深度＞ 

1 箇所目：(1.15+1.45)/2=1.30m 

2 箇所目：(2.15+2.45)/2=2.30m 

3 箇所目：(3.15+3.45)/2=3.30m 

以下、同様の算出方法 

↑以降に示す、等価 N値算定補助シートに入力する

 

入力項目③ 

以降に示す、等価 N

値算定補助シート

に N値を入力する 

 

孔口標高：0.5m 

地下水位：孔内水位が不明の為、港湾の施設の技術上の基準・

同解説より算定。 

(H.W.L-L.W.L)×2/3+L.W.L 

=(3.27-0.53)×2/3+0.53 

=2.36m(孔口標高よりも水位が高い為孔口標高とする) 
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(6) 地震・津波に関する情報 

1) 地震情報の入力 

 対象自身のシナリオおよび予測震度を入力する。入力に当たっては、中央防災会議・各地

方自治体で定める地域防災計画などを参考にする。 

－

対象地震のシナリオ

予測気象庁震度 5弱 中央防災会議等の公表値

SPGA50%非超過波

 

 

 

 

2) 津波に関する情報 

 当該地点において津波高さが設定されている場合は、その値を入力する。これは「余裕高

さによる耐震性評価」の検討に必要な値であるが、検討不要の場合は省略しても良い。

T.P (m)

D.L (m)

地殻隆起あるいは沈降量 (m) 隆起=正の値、沈降=負の値

津波高さ

-0.2

中央防災会議等の公表値
1.27

3.00

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プルダウンにより、予測気象庁震度を選択
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3) 地震に関する情報 

 チャート式耐震診断補助シートを用いて、速度の PSI 値を算定する。 

 

波形データのフォルダ D:\波形
波形データの名称 50.ACC
波形の種類 1 1:加速度、2:速度
データ補正 1 1:倍率、2:最大値
倍率の場合 1 この倍率を元データに
最大値の場合 この値を絶対値最大に
データ間隔(S) 0.01
データ読み飛ばし行数 5 何行無視するか
1行のデータ数 8
1データの文字数 10
データの貼付 1 1:貼付、2:残さない

データの個数（個） 32768

速度のPSI値(cm/s1/2) 63.90

PSI値の計算

 

図 3.34 施設情報の入力(SPGA50%非超過波) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.38 波形データファイル(例) 

5 行の読み飛ばし 

入力欄 

計算結果 

データ読み飛ばし行数：5 行 

波形データ 

データ間隔(s)：0.01s 

1 行のデータ個数：８個 

1 データの文字数：１０個（空

欄・符号・小数点含む） 
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－

T.P (m)

D.L (m)

地殻隆起あるいは沈降量 (m) 隆起=正の値、沈降=負の値

機関
港湾
地区

地震動
方向

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ -6 8.70 －

断層面距離 -6 100.38 (km)

(cm/s1/2)

(cm/s1/2)
注1) :中央防災会議で用いられている断層モデルを用いる場合は、以下の数字を入力。

-1=東海地震、-2=東南海地震、-3=南海地震、-4=東海+東南海地震
-5=東南海+南海地震、-6=東海+東南海+南海地震
上記の数字を入力するとマグニチュードが自動で与えられ、かつ施設の位置情報(緯度経度)
を入力していれば、自動で断層面距離を算定する。
各自で設定する場合は、マグニチュード、断層面距離をそれぞれ入力する。

注2) 2の海溝型を選んだ場合には、下記の3つの地震波のうち最も大きい変形量を算定。
海溝型地震波の3波は、以下の特性がある。
海南波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的軟らかい地点の波形(工学的基盤上)
撫養港波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的固い地点の波形(工学的基盤上)
東京波：対象地震は、｢南関東地震」で、地盤が比較的柔らかい地点の波形(工学的基盤上)

注3) 地震動の評価方法として精度が高い順番に①予測地震動から求めた速度のPSI,②予測地震動による
基盤最大加速度,③距離減衰式による基盤最大加速度

データベース内の地震動
の有無

1.｢有り｣の場合、以降入力の必要なし
2.｢無し｣の場合、以下入力が必要

検討対象港
湾・海岸名お
よび地震動の
選択

プルダウンによる選択

地震に関する情報：
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「有り」時刻歴データも「有る」場合

予測地震動の速度のPSI

1.27

入力項目より、自動計算

63.60 *)｢速度のPSI算定シート」が利用出来る。

予測地震動の加速度の(絶対値)最大値を読み取る。

地震動評価
耐震診断に用いる速度のPSI 63.60

1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

予測地震動が有りの場合
の基盤最大加速度

300.00 (gal)

耐震診断に用いる

地震波の種類注2) 5

予測気象庁震度

地震に関する情報：
2.サイト特性を考慮して合成した予測地震動は「有る」が時刻歴データが「無い」場合

3

距離減衰式に
よる予測諸元
注1)

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(中央防災会議)

津波に関する情報

5弱

項目 備考値

SPGA50%非超過波対象地震のシナリオ

｢港湾の施設の技術上の基準・同解説」(平
成11年4月)の補正最大加速度

中央防災会議等の公表値

(gal)

地震に関する情報：
1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「無い」場合

360.51

中央防災会議等の公表値

1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢無
い｣場合
2.サイト特性を考慮して合成した予想地震動は｢有
る｣が時刻歴データが｢無い｣場合
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢有
り｣時刻歴データが｢有る｣場合

津波高さ

-0.2

1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

耐震診断に用いる

地震波の種類注2)

距離減衰式による基盤最
大加速度(参考値)

断層面への最短距離

1

3.00

予測地震動の波形の有無

地震に関する情報

2

 

図 3.35 地震・津波に関する情報の入力(SPGA50%非超過波) 

 

 

地震動がデータベース化されてい

る場合は、プルダウンにより選択。
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【参考】 

 地震に関する情報で下記の入力をする場合は、P17～P19 を参照する。 

＜予測地震動の波形の有無で 1を選択する場合＞ 

＜予測地震動の波形の有無で 2を選択する場合＞ 

＜地震動がデータベース化されている場合＞ 

 

(7) 対策工の制約条件 

 対策工の制約条件や、耐震診断結果に関係しないが、対策工を実施する際の参考となるよ

うに事前に整理入力する。 

 

注1) ：上記の記入内容は、耐震診断には直接関係ない項目であるが、

  対策工が必要となった場合に、対策工の立案に必要な項目である。

背後地に増築可能

可

掘削が可能 不可

前面海域からの施工可能

備考.2

周辺環境
(例：民家に隣接する。)

備考.1

前面海域に増築可能 不明

項目 コメント

不明

背後から重機進入可能 可

 

図 3.36 対策工の制約条件の入力 
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:入力項目

施設名称:

整理番号: 管理者:

施設延長: 建設時期:

付属図の有無:

付属データの有無:

(1) 施設情報

施設分類: 傾斜型(堤防タイプ)

東経133 45分 37秒

北緯34 27分 21秒

T.P 5.47 (m)

D.L 7.20 (m)

H.H.W.L D.L 3.99 (m)

H.W.L D.L 3.27 (m)

L.W.L D.L 0.53 (m)

矢板天端標高 D.L 5.20 (m)

矢板下端標高 D.L -3.30 (m)

矢板の種類 鋼矢板

0.15 (m)

無し (m)

4.90 －

0.20 (m)

3.45 (m)

0.04 -

0.70 -

10.80 －

1.00 －

0.00 (m)

護岸（自立式矢板）-3

沿岸構造物のチャート式耐震診断システム入力シート:自立式矢板(1)

○○県

1995年

天端標高

矢板壁の非液状化層
への根入れ長：L

L/H:自動計算

施設位置図

ボーリング位置図

地震動波形

設計震度

施設位置

D1/H：自動計算

液状化層の等価N値

非液状化層に根入れされている場合「＋」

200m

有り

有り

断面図

柱状図

備考

液状化判定資料

H：壁高

○○港○○地区護岸（自立式矢板）

FEMメッシュデータ

2009

無し

値

有り

国土地理院のHP(2万5千分1地図)等から設定。
(数字だけ入力)

による値。左記は、 実測年の

自
立
矢
板
式

防潮施設の水際から
の距離

0.10～0.25が概ね適用範囲
「設計震度算定シート」より求めた設計深度を入力

3.0m～7.5mが概ね適用範囲

-0.4～2.0が概ね適用範囲

護岸形状による津波
高さの補正係数

5≦等価N値≦25　ただし、細粒分含有率による補正は実施しない値

当面の間は、1.0を使用

有り

有り

無し

海底面からの
液状化層厚：D1

裏込石の有無 「有り」、「無し」から選択

0.00～3.00が概ね適用範囲

裏込石

非液状化層

H
(壁

高
)

D1

矢
板
壁
の

根
入
れ
長
:L

液状化対象層

L.W.L

H.W.L

液状化対象層

：変位量算出点
水際線からの距離

矢板天端標高D.L.

3.5.3.チャート式耐震診断システム検討結果 
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:入力項目

(2) 地震・津波に関する情報

－

T.P (m)

D.L (m)

地殻隆起あるいは沈降量 (m) 隆起=正の値、沈降=負の値

機関
港湾
地区

地震動
方向

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ -6 8.70 －

断層面距離 -6 100.38 (km)

(cm/s1/2)

(cm/s
1/2

)
注1) :中央防災会議で用いられている断層モデルを用いる場合は、以下の数字を入力。

-1=東海地震、-2=東南海地震、-3=南海地震、-4=東海+東南海地震
-5=東南海+南海地震、-6=東海+東南海+南海地震
上記の数字を入力するとマグニチュードが自動で与えられ、かつ施設の位置情報(緯度経度)
を入力していれば、自動で断層面距離を算定する。
各自で設定する場合は、マグニチュード、断層面距離をそれぞれ入力する。

注2) 2の海溝型を選んだ場合には、下記の3つの地震波のうち最も大きい変形量を算定。
海溝型地震波の3波は、以下の特性がある。
海南波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的軟らかい地点の波形(工学的基盤上)
撫養港波：対象地震は、｢東南海・南海地震」で、地盤が比較的固い地点の波形(工学的基盤上)
東京波：対象地震は、｢南関東地震」で、地盤が比較的柔らかい地点の波形(工学的基盤上)

注3) 地震動の評価方法として精度が高い順番に①予測地震動から求めた速度のPSI,②予測地震動による
基盤最大加速度,③距離減衰式による基盤最大加速度

(3) 対策工法の制約条件

注1) ：上記の記入内容は、耐震診断には直接関係ない項目であるが、
  対策工が必要となった場合に、対策工の立案に必要な項目である。

背後地に増築可能

沿岸構造物のチャート式耐震診断システム入力シート:自立式矢板(2)

可

掘削が可能 不可

データベース内の地震動
の有無

前面海域からの施工可能

1.｢有り｣の場合、以降入力の必要なし
2.｢無し｣の場合、以下入力が必要

検討対象港
湾・海岸名お
よび地震動の
選択

プルダウンによる選択

備考.2

周辺環境
(例：民家に隣接する。)

備考.1

前面海域に増築可能 不明

地震に関する情報：
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「有り」時刻歴データも「有る」場合

予測地震動の速度のPSI

1.27

入力項目より、自動計算

項目

63.60 *)｢速度のPSI算定シート」が利用出来る。

予測地震動の加速度の(絶対値)最大値を読み取る。

コメント

地震動評価
耐震診断に用いる速度のPSI 63.60

1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

予測地震動が有りの場合
の基盤最大加速度

300.00 (gal)

耐震診断に用いる

地震波の種類注2) 5

予測気象庁震度

地震に関する情報：
2.サイト特性を考慮して合成した予測地震動は「有る」が時刻歴データが「無い」場合

3

距離減衰式に
よる予測諸元
注1)

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ(中央防災会議)

津波に関する情報

5弱

項目 備考値

SPGA50%非超過波対象地震のシナリオ

｢港湾の施設の技術上の基準・同解説」(平
成11年4月)の補正最大加速度

中央防災会議等の公表値

(gal)

地震に関する情報：
1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が「無い」場合

360.51

中央防災会議等の公表値

1.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢無
い｣場合
2.サイト特性を考慮して合成した予想地震動は｢有
る｣が時刻歴データが｢無い｣場合
3.サイト特性を考慮して合成した予測地震動が｢有
り｣時刻歴データが｢有る｣場合

津波高さ

-0.2

1=直下型　　2=海溝型
3=海南波(海溝型)　4=撫養港波(海溝型)
5=東京波(海溝型)

耐震診断に用いる

地震波の種類注2)

距離減衰式による基盤最
大加速度(参考値)

断層面への最短距離

1

不明

3.00

予測地震動の波形の有無

地震に関する情報

2

背後から重機進入可能 可
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(1) 地震後の残留変位

5.20

-3.30

0.15

無し

4.90

0.20

3.45

0.04

0.70

10.80

63.60

2.37 

0.01 

21.62 

1.00 

1.03 

1.00 

0.96 

0.99 

1.98 

1.03 

1.00 

0.96 

1.95 

2.4 (m) (参考) 235cm

0.1 (m) (参考) 1cm

(m)水際からの距離を考慮したもの

(参考) -

全塑性応力に至
る。 　(参考)φmax/φy= 42.14

沿岸構造物のチャート式耐震診断システムによる検討結果:自立矢板(1)

5≦等価N値≦25

地震時最大値。
降伏時曲率に対する割合。

(cm/s1/2)

(m)

(m)

(m)

-0.40～2.00が概ね適用範囲

0.10～0.25が概ね適用範囲

(1H)・(2H)・(3H)・(4H)

対象施設

(4H)=壁高

(1H)=L/H

(2H)=D1/H

残留鉛直変位

最大はらみ出し量

矢板天端標高 D.L.

入
力
項
目

(m)　3.0m～7.5mが概ね適用範囲

0.00～3.00が概ね適用範囲

(m)

出
力
項
目 補正係数

(矢板の曲
率比)

設計震度

補正係数
(最大はら

み
出し量)

矢板の曲率比

(4H)=壁高

(1H)・(2H)・(3H)・(4H)

標準
タイプ

D1/H

最大はらみ出し量

(m)

矢板下端標高 D.L.

:適用範囲外の値

-

矢板の健全性(地震時最大値で評価)

裏込石の有無

H：壁高

速度のPSI値

残留鉛直変位

液状化層の等価N値

L/H

矢板壁の非液状化層への根入長：L

海底面からの液状化層厚：D1

(3H)=裏込石

(1H)=L/H

(2H)=D1/H

(3H)=裏込石

(m)
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(2) 液状化に対する検討結果

高い

(3) 余裕高さによる耐震性評価

7.20 

0.10 

3.00 

0.00 

0.20 

1.00 

3.90 

注1:余裕高さが負の場合は、天端高よりも津波高が高い。

x0 x'

top 5.20 0 -2cm

bottom -3.30 0 0

※)正：陸側、負：海側

地震後矢板形状

沿岸構造物のチャート式耐震診断システムによる検討結果:自立矢板(2)

(m) (正の値=沈下)

(m) (値は、D.L表示)

⑦：余裕高さ

④：排水沈下量

⑤：地盤沈降量

(m) ⑦=①-②-③×⑥-④-⑤

当面の間は、1.0

(m) (正の値=沈下)
過剰間隙水圧の消散に伴う沈下量

(m) (正の値=沈下)

⑥:護岸形状による津波高さの補正係数

(m) (値は、D.L表示)

沿岸構造物のチャート式耐震診断システムによる検討結果:自立矢板(2)

液状化により変形が発生する可能性

③：津波高さ

①：天端標高

②：沈下量(残留変位)

裏込石

非液状化層

H(
壁
高
)

D
1

矢
板
壁
の

根
入
れ
長
:L

液状化対象層

L.W.L

H.W.L

液状化対象層

：変位量算出点
水際線からの距離

矢板天端標高D.L.

-4.00

-3.00

-2.00

-1.00

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

-3.0 -1.0 1.0 3.0

X(m)

標
高

 D
.L

.(
m

)

現状 地震後

 

③津波高さ及び⑤地盤沈

降量を入力した場合は、

⑦に施設の津波に対する

余裕高さが示される。 

③津波高さ及び⑤地盤沈

降量が不明な場合、施設

の沈下量は、②沈下量及

び④排水沈下量から対象

施設の沈下量を算出し、

地震後の施設の沈下量の

評価を行う。 
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4. 検討対象施設の地震変形による被害の想定 

 検討対象施設の直接的な被害、およびこれらの被害による航路閉塞や産業機能への影響

など、目的に応じて地震後の施設や背後地盤の変形量等の把握を行い、津波来襲時の施設

周辺の沈下状況や背後地盤の土砂流出の危険性を評価する。 

地震変形による被害の想定は、解説 Fにある。 

 

前章までの検討を対象施設ごとに全て実施することにより、港湾全体としての弱点部の評

価が可能となる。ここではその一例を示す。弱点部を明確化することにより、地震により被

災を受けるであろう箇所を予め把握することが可能となる。また、より詳細な検討として

FLIP(地震応答解析)を実施すべき箇所を洗い出すことも可能となる。 

弱点部の評価項目は、①土砂流出の危険性及び②背後地盤の沈下量の 2 点について着目す

る。 

 

① 土砂流出の危険性は、水平変位を把握することにより照査する。 

② 背後地盤の沈下量は、鉛直変位を把握することにより照査する。 

 

 具体的には、以下の方法により照査する。 

 

＜土砂流出の危険性の評価＞ 

施設背後の土砂流出の危険性検討は一井ら※1)により示されている以下の関係から想定す

る。なお、チャート式耐震診断の傾斜護岸では水平変形量を算定できないため、藤村・長尾

※2)により示されている水平変形量と鉛直変形量の関係を流用した場合についても検討を行

う。ただし、藤村・長尾により示されている式はケーソン式構造物における関係である。 
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護岸法線

壁厚 最大孕みだし量
凹凸変位量

平面図

『残留水平変位×1/2≧壁厚』

となる施設については、背後土
砂流出の危険性があると判断
する。

(上部工等) (残留水平変位)

兵庫県南部地震の事例調査結果(一井ら)より、連続するケーソンや上部工
の凹凸変位量は残留水平変位の１／２倍となる。

したがって、護岸・岸壁の残留水平量の性能規定を行うに当たり、残留水平
変位は凹凸変位の２倍以下に抑えなければならないといえる。隣り合うケー
ソンや上部工の目地が開く限界は凹凸変位量が壁厚(上部工等)以上となっ
た場合であることから、次の式が成立する。

凹凸変位量 = 残留水平変位量／２

 

図 4.1 水平変位と土砂流出の危険性の評価方法 

 

 

図 4.2 水平変位と鉛直変位の関係 
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なお、弱点部の評価には、東日本大震災の港湾施設の被災に関する高橋らの知見(相馬港、

小名浜港、茨城港)※3)も考慮した上で設定を行う。東日本大震災の港湾施設の被災状況から

は、構造形式の如何に問わず、被災を受けている箇所は施設の隅角部が顕著であることが確

認されている。 

※1)一井ら：地震時における重力式岸壁の許容被災変形量の評価，第 10 回地震工学シンポ

ジウム(1998) 

※2)藤村・長尾：越波流量の算定精度を考慮した護岸天端高の設定方法に関する研究，国

土技術政策総合研究所資料，No.312，June 2006 

※3)高橋ら：2011 年東日本大震災による港湾・海岸・空港の地震・津波被害に関する調査

速報， 港湾空港技術研究所資料，No.1231，April 2011 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3 港湾全体としての弱点部の抽出の一例 

K 港湾 

(※)ライン前側は水平変位量のレンジ、ライン後側は背後沈下量のレンジを示す。 

チャート 1 
(土砂流出の可能性：無) 

チャート 2 
(土砂流出の可能性：無) 

チャート 3 
(土砂流出の可能性：有) 

チャート 4 
(土砂流出の可能性：有) 

チャート 5 
(土砂流出の可能性：無) 

チャート 6 
(土砂流出の可能性：無) 

航路

チャート 7 
(土砂流出の可能性：無) 

チャート式耐震診断から想定される港湾全体としての弱

点部の評価の一例を示す。 
上図より、主要な航路に隣接し、水平変変位・鉛直変位

とも大きく、土砂流出の可能性が有る、チャート 3・4 が

港湾全体としての弱点部となることが想定される。また、

東日本大震災の被災状況から、隅角部となる箇所につい

ては特に弱点となりやすいことに注意が必要である。本

結果から、さらに詳細な検討(FLIP)を実施すべき箇所と

しては、チャート 3・4 が挙げられる。 
ただし、本評価は航路埋没の危険性や変形量の大きさの

みに着目したものであり、背後施設の重要度や施設の利

用頻度によってはこの限りでは無く、管理主体によって、

適切に弱点部の抽出を行うことが望ましい。 

：0m～0.5m 

：0.5m～1.0m

：1.0m～1.5m

：1.5m～2.0m

：2.0m～

【背後沈下量】 【水平変位量】 

：不明 

：0m～0.5m 

：0.5m～1.0m

：1.0m～1.5m

：1.5m～2.0m

：2.0m～2.5m

：2.5m～ 


